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扶 養 手 当 の 概 要 

 

 １  概要   

他に生計の途がなく 主と し てその職員の扶養を 受けている 者（ 以下「 扶養親族」と いう 。） 

  のある 職員に支給する 。  

   ( 注）   再任用職員、 特定任期付職員及び任期付研究員には支給さ れない。  

 

 ２  扶養親族の要件   

○ 22 歳に達する 日以後の最初の３ 月 31 日ま での間にある 子及び孫 

○ 60 歳以上の父母及び祖父母 

○ 22 歳に達する 日以後の最初の３ 月 31 日ま での間にある 弟妹 

○ 重度心身障がい者 

 ※ただし 、 次の者は扶養親族から 除かれる 。  

( ア） 民間その他から の扶養手当に相当する 手当の支給の基礎と なっている 者 

( イ )  年額 130 万円（ 18 歳の最初の４ 月１ 日から 22 歳の最初の３ 月 31 日ま での者は

150 万円） 以上の恒常的な所得がある と 見込ま れる 者 

( ウ )  重度心身障がい者の場合は、 ( ア) 及び( イ ) によ る 者以外の者で終身労務に服する こ

と ができ ない程度でない者 

      ( 注)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １  「 22歳に達する 日」 と は、 満22歳の誕生日の前日を さ す。  

 ２  「 年額」 と は、 必ずし も 暦年によ る 年額を さ すも のではなく 、 将来にわたっ て  

    １ 年間と いう 意味である 。  

 ３  「 恒常的な所得」 と は、 給与所得、 事業所得、 不動産所得等の継続的に収入の 

    ある 所得を いい、 退職所得、 一時所得等一時的な収入によ る 所得は含ま ない。  

 ４  相当長期にわたって毎月定ま っ た収入がある 場合には、 130万円に12分の１ を 乗 

    じ た額をも って認定する 。  

 ５  「 所得」 の金額の算定は、 課税上の所得の金額の計算に関係なく 、 扶養親族と  

    し て認定し よ う と する 者の年間における 総収入金額によ る 。 ただし 、 事業所得、  

    不動産所得等で、 当該所得を得る ために人件費、 修理費、 管理費等の経費の支出 

    を 要する も のについては、 社会通念上明ら かに当該所得を得る ために必要と 認め 

    ら れる 経費の実額を控除し た額によ る 。  
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 《 参考》  

               扶養親族として認定できる範囲    

 

 

祖父母 

｜ 

父母 

｜ 

弟妹    本人  

｜ 

子 

｜ 

孫 

 

 

                   ※１  養子縁組し た場合は上記によ ら ない。  

                    ２  重度心身障がい者は上記によ ら ない｡   

 

 

 
 ３  支給額                                                 
                                        （ 令和８ 年４ 月１ 日現在）   
    

父母等 行政職給料表７ 級以下に相当する 職員（ ※）  6, 500 円 

子 13, 000 円 

 15 歳に達する 日以後の最初の 4 月 1 日から 22 歳に達する 日

以後の最初の 3 月 31 日ま での間にある 子に加算と なる 額 

1 人につき  

5, 000 円 

     ※ 小中学校の教職員はこ の区分に該当 

    （ 給与等事務便覧参考）  

※配偶者は 

R8. 4～対象外 
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認 定 要 領 
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１  届出、 月額の決定等                             

                                            

  ( 1)   支給に係る 手続 

     届出、 月額の決定等支給事務に係る 一連の手続は、 次のと おり である 。  

 

 

    事 実 の 発 生 

 

 

                                   ↓ 

 

 

     扶養親族届の提出 

 

 

                                   ↓ 

 

認  定 

確認 及び 

月額の決定・ 改定 

 

                                   ↓ 

 

       

     電  算  入  力 

 

 

                                   ↓ 

 

       

     支       給 

 

 

                                   ↓ 

 

       

     事  後  確  認 
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（ 2）  届出 

   次のいずれかに該当する 場合には、 職員は直ちに扶養親族届にその旨を 記載のう え、 認

定権者に届出し なければなら ない。  

  ① 新たに職員と なった者に扶養親族がある 場合 

  ② 新たに扶養親族と し ての要件を具備する に至った者がある 場合 

  ③ 扶養親族と し ての要件を 欠く に至った者がある 場合（ 年齢要件によ り 扶養親族でなく

なっ た場合を除く 。 ）  

 

（ 3）  月額の決定等 

   認定権者は、 職員から 扶養親族届を 受理し たと き は、 収受印を押し 、 内容を 審査のう え

扶養手当認定簿によ り 、 扶養親族の認定を 行い手当の月額を決定し 、 又は改定する 。  

   こ の場合において、 （ 2） に定める 書類のほか、 扶養親族の認定上必要がある と 認める

と き は職員に対し て関係書類の提出を 求める こ と と する 。  

   なお、 証明書類の完備し ていない扶養親族届は、 本人の責めに帰さ ないやむを得ない事

情がある 場合を除き 受理し ないこ と 。  

 

（ 4）  電算入力 

   認定後は速やかに給与オン ラ イ ンシス テム に入力する 。  

 

２  支給の始期、 終期及び支給額の改定 
区分 支給の始期等 

始期 

新たに手当の支給

に係る 要件を 具備す

る に至っ た場合  その事実の生じ た日の

属する 月の翌月（ その日

が 月の 初日 で あ る と き

は、 その日の属する 月）

から 支給を 開始し 、 又は

月額の改定を 行う 。  

ただし 、 届出が事実の生じ た

日から 15日を 経過し た 後になさ

れた と き は、 届出を 受理し た 日

の属する 月の翌月（ 受理し た 日

が月の初日であ る と き は、 その

日の属する 月） から 支給を 開始

し 、 又は月額の増額を 行う 。  

増額

改定 

 月額を 増額すべき

事実が生じ た場合 

減額

改定 

 月額を 減額すべき

事実が生じ た場合 

届出のいかんにかかわら ず、

左のと おり である 。  

終期 

 すべての扶養親族

がその要件を 欠く に

至っ た場合（ 職員が

離職又は死亡し た場

合等を含む。 ）  

 その事実の生じ た日の

属する 月（ その日が月の

初日である と き は、 その

日の属する 月の前月） ま

で支給する 。  

※「 届出を受理し た日」 と は、 認定権者が届出を 受理し た日であり 、 職員が遠隔又は交通不便

の地にあって届出書類の送達に日時を 要する 場合にあっては、 職員が届出書類を実際に発送

し た日を も って届出を 受理し た日と みなし て取扱う こ と ができ る も のと する 。  
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 ※「 事実の生じ た日」 と は、 次に掲げる 日と する 。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区  分 事 実 の 生 じ た 日                       
 

 
 
      
      
      
始期又は増額
改定の場合 
      
      
      
       
 
 
 
 

 

 
① 新規採用者に扶養親族がある 場合は、 当該採用の日 
② 出生については、 当該出生の日 
③ 養子縁組については、 戸籍上における 当該養子縁組の日 
④ 父母等が60歳に到達し た場合については、 その誕生日 
⑤ 扶養親族が退職し た場合には、 退職し た日の翌日（ 退職し た日が給料の支給

がさ れない日である と き は、 退職の日）  
⑥ 給与所得、 事業所得、 不動産所得等が１ ３ ０ 万円（ ※1） 未満と なった場合は

、 雇用契約内容が変更さ れた日、 確定申告し た日及び事業を廃止し た日等 
（ 確定申告によ り 判明し た場合は確定申告をし た日の属する 年の１ 月１ 日）  
⑦ 雇用保険の受給が終了し た場合は、 認定（ 支給） 期間の末日の翌日 
⑧ 雇用保険で受給する 額が日額３ ， ６ １ １ （ ※2） 円以内と なった場合は、 受給

開始日 

⑨ １ ５ 歳に達する 日後の最初の４ 月１ 日      

 

 
      
      
      
      
終期又は減額
改定の場合 
      
      
      
      
       
 
 
 

 
 

 
① 職員が退職又は死亡し たと き は、 当該退職又は死亡の日  
② 扶養親族の死亡については、 当該死亡の日 
③ 給与所得、 事業所得、 不動産所得等が１ ３ ０ 万円（ ※1） 以上と なった場合（

将来的な所得を見込むこ と が可能な場合を含む。 ） は、 就職し た日、 雇用契約
が変更さ れた日、 事業を開始し た日等 

④ 事業開始時点で将来的な所得を見込むこ と が困難であって、 確定申告によ り
事業所得、 不動産所得等が１ ３ ０ 万円（ ※1） 以上である こ と が判明し た場合は
、 確定申告をし た日の属する 年の１ 月１ 日 

⑤ 年金、 恩給等の所得については、 職員又は当該受給者がその事実を了知し 得
る こ と と なった日（ 年金の額を遡及し て改定する 旨の通知を同居の家族が受領
し た日等を含む。 ）  

⑥ 雇用保険で給付する 額が、 日額３ ， ６ １ １ （ ※2） 円を超える こ と と なった場
合は、 認定（ 支給） 期間の初日 

⑦ 「 22歳に達する 日以後の最初の３ 月31日ま での間にある 子等」 でなく なった

場合については、 当該３ 月31日の翌日の４ 月１ 日 
 

※1…18歳の最初の４ 月１ 日から 22歳最初の３ 月31日ま での者は150万円 
※2…４ ， １ ６ ６ 円 

 
支給の始期及び終期の具体例については、 44～48頁参照 
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３  書類の保管 

  認定権者は、 扶養手当認定簿を常に整理し て保管する と と も に、 扶養親族届及びこ れに関

する 証拠書類について整理し て保管し ておく こ と と する 。  

                                          

４  事後の確認 

 ( 1)  認定権者は、 職員の扶養親族と し て認定さ れた者が、 その認定後も 引き 続いて扶養親族

と し ての要件を備えている かどう かを 随時確認する こ と 。  

ま た、 所得要件に関し ては、 毎年確認する こ と 。  

 

 ( 2)  ( 1)  の確認を行う 際には、 特に、 父母等が基準額以上の年金を受ける こ と と なっ ていな

いかについて及び認定時に所得額が基準額を少額だけ下回っていた者、 パート 等で月々

の収入が不安定な者等の所得額に異動がないかについて絶えず留意する こ と 。  

 

 ( 3)  扶養親族と し ての要件を欠く に至っ たこ と が判明し た場合には、 直ちに職員から 扶養手

当の終了に係る 届を提出さ せる と と も に所要の手続をと る こ と 。           

                                    

５  書類の移管 

 ( 1)  扶養親族のある 職員が任命権者を異にし て異動し た場合には、 異動前の認定権者は、 そ

の職員に係る 扶養手当認定簿、 扶養親族届及びこ れに関する 証拠書類を 異動後の認定権

者に送付する こ と 。 こ の場合において、 異動後の認定権者は新たに認定を行う こ と 。  

  ※任命権者を異にし た異動と は、 青森県教育委員会が任命する 職員（ 県教育庁職員、 学校

以外の教育機関、 県立学校職員、 県費負担教職員） が出向し て、 知事が任命する 職員と な

る 場合等であり 、 例えば学校職員が県教育庁に異動する のは同一任命権者内における 異動

である 。  

 

（ 2） 同一任命権者内において、 所属を異にし て異動し た場合は、 一切の関係書類を新認定

権者に送付する こ と 。 （ 臨時的任用職員等についても 、 同様の取扱いと する 。 ）  
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扶養手当に関する 届出を 必要と する 事由例 

 

◆扶養手当に関する 届出が必要なのは、 次のよ う な例である 。  

 

 １  新たに扶養親族と し ての要件を 具備する に至っ た者がある と き  

・ 子が出生し た。  

・ 扶養し ていた父（ 年収１ ０ ０ 万円） が６ ０ 歳と なった。  

・ 扶養し ていた母の年金が１ ６ ０ 万円から １ ２ ０ 万円に改定さ れた。  

 

 ２  扶養親族と し ての要件を欠く に至っ た者がある と き  

・ 母の年金が、 １ ２ ５ 万円から １ ３ ０ 万円に改定さ れた。  

・ 18歳以上の子のアルバイ ト 収入が、 月収１ １ 万円から 月収１ ３ 万円に契約変更と なっ た。  

・ 父が確定申告し たと こ ろ、 事業所得が１ ５ ０ 万円と なっ ていた。  

                                          

  

 

 

扶養手当に関する 届出を 必要と し ない事由例 

 

◆扶養手当に関する 届出が不要なのは、 次のよ う な例である 。  

・ 子が特定扶養親族（ 加算対象） と なった。  

・ 子が２ ２ 歳の年度末に達し 、 支給要件を 喪失し た。  
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６  添付書類について 

  以下の添付書類は標準的なも のであり 、 それぞれの事情に応じ て他の書類によ り 確認する こ と 。

（ 戸籍に係る 書類は、 ２ 回目以降の申請時においては、 戸籍の内容に変更がある 場合のみ添付す

る 。）  

 

（ １ ）  子を認定申請する 場合 

ア 職員に配偶者がある 場合 

  ① 職員の子である こ と が確認でき る 下記のいずれかの書類（ 原本）  

   ・  職員の戸籍謄本又は子の戸籍抄本 

   ・  出生届受理証明 

   ・  養子縁組届受理証明 

   ※ 事実発生日から １ ５ 日以内に上記の書類を提出する こ と が難し い場合は、 母子手帳の出生

届出済証明の写し 又は出生証明書の写し を仮の添付書類と し て申請し 、 上記書類は、 取得後

速やかに提出する こ と 。  

  ② 子の所得証明書（ 原本）（ こ れに代えて非課税証明書でも 可）  

   ※ 高校生（ 定時制及び通信制の生徒は除く 。） 以下の場合は提出不要 

  ③ 子に収入がある 場合 

   ・  給与収入（ アルバイ ト 収入等）  

…給与支払（ 見込） 等証明書（ 原本） 又は雇用契約書の写し  

   ・  障害者年金及び特別障害者手当等各種手当並びに生活扶助料等 

…最新の「 振込通知書」 の写し 等、 受給額がわかる も の 

  ④ 子が退職し た場合は、 退職証明及び雇用保険を受給し ていない事実及び理由を記し た申立書

（ 様式任意）  

  ⑤ 配偶者の所得証明書（ 原本）  

    控除対象配偶者、 控除対象扶養親族（ 16 歳未満の扶養人数を含む。）、 所得の種類に応じ た

所得額及び各種控除を記載し たも の 

   ※ 配偶者が県職員（ 県費負担教職員） の場合も 提出必要 

  ⑥ 配偶者が会社等に勤務し ている 場合は、 当該子の「 扶養手当に相当する 給与を受けていない

こ と の証明」（ 様式任意）、 自営業の場合は、 当該子の「 扶養し ていないこ と の申立書」（ 様式

任意）。  

   ※ 配偶者が県職員（ 県費負担教職員） の場合は提出不要 

（ その他）  

  職員よ り 配偶者の方が１ 割を超えて収入が高いが、 配偶者が育児休業を取得する こ と によ り 、

今後、 職員の方が高く なる ため申請する 場合は、 所得証明書（ ⑤） の他に育児休業手当金を含め

た収入（ 見込） 証明書（ 原本： 子の誕生日以後１ 年間の収入見込額） 及び育児休業の辞令等の写

し （ 育児休業期間がわかる 書類の写し ）  
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イ  職員に配偶者がない場合 

  ① 職員の子である こ と が確認でき る 下記のいずれかの書類（ 原本）  

   ・  職員の戸籍謄本又は子の戸籍抄本 

   ・  出生届受理証明 

   ・  養子縁組届受理証明 

   ※ 事実発生日から １ ５ 日以内に上記の書類を提出する こ と が難し い場合は、 母子手帳の出生

届出済証明の写し 又は出生証明書の写し を仮の添付書類と し て申請し 、 上記書類は、 取得後

速やかに提出する こ と 。  

  ② 子の所得証明書（ 原本）（ こ れに代えて非課税証明書でも 可）  

   ※ 高校生（ 定時制及び通信制の生徒は除く 。） 以下の場合は提出不要 

  ③ 子に収入がある 場合 

   ・  給与収入（ アルバイ ト 収入等）  

…給与支払（ 見込） 等証明書（ 原本） 又は雇用契約書の写し  

   ・  障害者年金及び特別障害者手当等各種手当並びに生活扶助料等 

    …最新の「 振込通知書」 の写し 等、 受給額がわかる も の 

 

 

（ ２ ）  父母を認定申請する 場合 

 ア 父母と 同居し ている 場合 

  ① 父母の戸籍謄本（ 職員及び除籍さ れた職員の兄弟姉妹が記載さ れている も の。 場合によ って

は改製原戸籍が必要。）（ 原本）  

  ② 父母が属する 世帯全員の住民票の写し （ 続柄及び筆頭者の記載があり 、 マイ ナンバーの記載

がないも の）（ 原本）  

  ③ 父母の所得証明書（ こ れに代えて非課税証明書でも 可）（ 原本）  

  ④ 父母の収入に関する 証明 

   ・  給与収入…給与支払（ 見込） 等証明書（ 原本） 又は雇用契約書の写し  

   ・  雇用保険…雇用保険受給資格証の写し  

   ・  年金等…最新の年金振込通知書の写し 等、 年金（ 非課税の遺族年金、 障害者年金、 恩給、

年金生活者支援給付金等も 収入に含む。） の受給額がわかる も の 

   ・  事業所得等…直近の確定申告書及び収支内訳書の写し  

   ・  生活扶助料…受給額がわかる も の 

  ⑤ 父母扶養の事実、 父母の収入額及び遺族年金等の受給の有無について記載し た申立書（ 様式

任意）  

  ⑥ 父母の一方が会社等に勤務し ている 場合は、 当該父（ 母） の「 扶養手当に相当する 給与を受

けていないこ と の証明」（ 様式任意）  

  ⑦ 兄弟姉妹が会社等に勤務し ている 場合は、 当該父母の「 扶養手当に相当する 給与を受けてい

ないこ と の証明」（ 様式任意）、 自営業等の場合は、 当該父母を「 扶養し ていないこ と の申立

書」（ 様式任意）  

   ※ ただし 、 別居し ている 兄弟姉妹に係る 証明書や申立書は提出不要 
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 イ  別居（ *） し ている 父母へ仕送り 等をし ている 場合 

  ① 父母の戸籍謄本（ 職員及び除籍さ れた職員の兄弟姉妹が記載さ れている も の。 場合によ って

は改製原戸籍が必要。）（ 原本）  

  ② 父母が属する 世帯全員の住民票の写し （ 続柄及び筆頭者の記載があり 、 マイ ナンバーの記載

がないも の）（ 原本）  

  ③ 父母の所得証明書（ こ れに代えて非課税証明書でも 可）（ 原本）  

  ④ 父母の収入に関する 証明 

   ・  給与収入…給与支払（ 見込） 等証明書（ 原本） 又は雇用契約書の写し  

   ・  雇用保険…雇用保険受給資格証の写し  

   ・  年金等…最新の年金振込通知書の写し 等、 年金（ 非課税の遺族年金、 障害者年金、 恩給、

年金生活者支援給付金等も 収入に含む。） の受給額がわかる も の 

   ・  事業所得等…直近の確定申告書及び収支内訳書の写し  

   ・  生活扶助料…受給額がわかる も の 

  ⑤ 父母と 別居、 扶養の事実、 父母の収入額、 遺族年金等の受給の有無及び送金額を具体的に記

載し た申立書（ 様式任意）  

  ⑥ 父母の一方が会社等に勤務し ている 場合は、 当該父（ 母） の「 扶養手当に相当する 給与を受

けていないこ と の証明」（ 様式任意）  

  ⑦ 兄弟姉妹が会社等に勤務し ている 場合は、 当該父母の「 扶養手当に相当する 給与を受けてい

ないこ と の証明」（ 様式任意）、 自営業等の場合は、 当該父母を「 扶養し ていないこ と の申立

書」（ 様式任意）  

  ⑧ 職員から の送金等に関する 証明（ 次のいずれかの書類）  

   ・  払込書の写し や通帳の写し （ 振込みし たこ と が分かる 箇所のみで可） 等 

   ・  父母が現金で受領し た場合は受領書（ 原本）  

  ⑨ 父母が老人ホーム等に入所し ている 場合は、 施設利用料や施設での生活費がわかる 書類 

 

（ *） 住民票上は同一住所であっても 、 現に父母が老人ホーム等に入所し ている 場合は「 別居」  
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（ ３ ）  孫を認定申請する 場合 

  ① 孫の父母（ 職員の子） の戸籍謄本（ 原本）  

  ② 孫の属する 世帯全員の住民票の写し （ 続柄及び筆頭者の記載があり 、 マイ ナンバーの記載が

ないも の）（ 原本）  

  ③ 配偶者、 孫及び孫の父母の所得証明書（ こ れに代えて非課税証明書でも 可）（ 原本）  

   ※ 配偶者が県職員（ 県費負担教職員） の場合は提出不要 

   ※ 高校生（ 定時制及び通信制の生徒は除く 。） 以下の場合は提出不要 

  ④ 配偶者、 孫及び孫の父母の収入に関する 証明 

   ・  給与収入…給与支払（ 見込） 等証明書（ 原本） 又は雇用契約書の写し  

   ・  雇用保険…雇用保険受給資格証の写し  

   ・  年金等…最新の年金振込通知書の写し 等、 年金（ 非課税の遺族年金、 障害者年金、 恩給、

年金生活者支援給付金等も 収入に含む。） の受給額がわかる も の 

   ・  事業所得等…直近の確定申告書及び収支内訳書の写し  

   ・  生活扶助料…受給額がわかる も の 

   ※ 配偶者が県職員（ 県費負担教職員） の場合は提出不要 

  ⑤ 孫と 同居し ている 場合は、 孫扶養の事実、 孫及び孫の父母の収入額、 遺族年金等の受給の有

無について記載し た申立書（ 様式任意）  

  ⑥ 孫と 別居し ている 場合は、 孫と 別居、 孫扶養の事実、 孫及び孫の父母の収入額、 遺族年金等

の受給の有無及び生活費負担額等を具体的に記載し た申立書（ 様式任意）  

  ⑦ 孫の父母が会社等に勤務し ている 場合は、 当該孫の「 扶養手当に相当する 給与を受けていな

いこ と の証明」（ 様式任意）、 自営業等の場合は、 当該孫を「 扶養し ていないこ と の申立書」

（ 様式任意）  

  ⑧ 孫と 別居し ている 場合は、 職員から の送金等に関する 証明（ 次のいずれかの書類）  

   ・  払込書の写し や通帳の写し （ 振込みし たこ と が分かる 箇所のみで可） 等 

   ・  孫又は孫の父母が現金で受領し た場合は受領書（ 原本）  
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（ ４ ）  祖父母を認定申請する 場合 

  ① 祖父母及び職員の戸籍謄本（ 祖父母と 職員の続柄がわかる も の。 場合によ っては改製原戸籍

が必要。）（ 原本）  

  ② 祖父母の属する 世帯全員の住民票の写し （ 続柄及び筆頭者の記載があり 、 マイ ナンバーの記

載がないも の）（ 原本）  

  ③ 祖父母及び職員の父母の所得証明書（ こ れに代えて非課税証明書でも 可）（ 原本）  

  ④ 祖父母及び職員の父母の収入に関する 証明 

   ・  給与収入…給与支払（ 見込） 等証明書（ 原本） 又は雇用契約書の写し  

   ・  雇用保険…雇用保険受給資格証の写し  

   ・  年金等…最新の年金振込通知書の写し 等、 年金（ 非課税の遺族年金、 障害者年金、 恩給、

年金生活者支援給付金等も 収入に含む。） の受給額がわかる も の 

   ・  事業所得等…直近の確定申告書及び収支内訳書の写し  

   ・  生活扶助料…受給額がわかる も の 

  ⑤ 祖父母と 同居し ている 場合は、 祖父母扶養の事実、 祖父母及び父母の収入額、 遺族年金等の

受給の有無について記載し た申立書（ 様式任意）  

  ⑥ 祖父母と 別居し ている 場合は、 祖父母と 別居、 祖父母扶養の事実、 祖父母及び職員の父母の

収入額、 遺族年金等の受給の有無及び生活費負担額等を具体的に記載し た申立書（ 様式任意）  

  ⑦ 祖父母及び職員の父母が会社等に勤務し ている 場合は、 当該祖父母の「 扶養手当に相当する

給与を受けていないこ と の証明」（ 様式任意）、 自営業等の場合は、 当該祖父母を「 扶養し てい

ないこ と の申立書」（ 様式任意）  

  ⑧ 祖父母と 別居し ている 場合は、 職員から の送金等に関する 証明（ 次のいずれかの書類）  

   ・ 払込書の写し や通帳の写し （ 振込みし たこ と が分かる 箇所のみで可） 等 

   ・ 祖父母が現金で受領し た場合は受領書（ 原本）  
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（ ５ ）  弟妹を認定申請する 場合 

  ① 父母の戸籍謄本（ 原本）  

  ② 弟妹の属する 世帯全員の住民票の写し （ 続柄及び筆頭者の記載があり 、 マイ ナンバーの記載

がないも の）（ 原本）  

  ③ 父母及び弟妹の所得証明書（ こ れに代えて非課税証明書でも 可）（ 原本）  

   ※ 高校生（ 定時制及び通信制の生徒は除く 。） 以下の場合は提出不要 

  ④ 父母及び弟妹の収入に関する 証明 

   ・  給与収入…給与支払（ 見込） 等証明書（ 原本） 又は雇用契約書の写し  

   ・  雇用保険…雇用保険受給資格証の写し  

   ・  年金等…最新の年金振込通知書の写し 等、 年金（ 非課税の遺族年金、 障害者年金、 恩給、

年金生活者支援給付金等も 収入に含む。） の受給額がわかる も の 

   ・  事業所得等…直近の確定申告書及び収支内訳書の写し  

   ・  生活扶助料…受給額がわかる も の 

  ⑤ 弟妹と 同居し ている 場合は、 弟妹扶養の事実、 父母及び弟妹の収入額、 遺族年金等の受給の

有無について記載し た申立書（ 様式任意）  

  ⑥ 弟妹と 別居し ている 場合は、 弟妹と 別居、 弟妹扶養の事実、 父母及び弟妹の収入額、 遺族年

金等の受給の有無及び生活費負担額等を具体的に記載し た申立書（ 様式任意）  

  ⑦ 父母及び兄弟姉妹が会社等に勤務し ている 場合は、 当該弟妹の「 扶養手当に相当する 給与を

受けていないこ と の証明」（ 様式任意）、 自営業等の場合は、 当該弟妹を「 扶養し ていないこ と

の申立書」（ 様式任意）  

  ⑧ 弟妹と 別居し ている 場合は、 職員から の送金等に関する 証明（ 次のいずれかの書類）  

   ・ 払込書の写し や通帳の写し （ 振込みし たこ と が分かる 箇所のみで可） 等 

   ・ 弟妹又は職員の父母が現金で受領し た場合は受領書（ 原本）  
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（ ６ ）  重度心身障がい者を認定申請する 場合 

ア 重度心身障がい者が職員の子の場合 

  ① 子の戸籍謄本（ 原本）  

  ② 子の属する 世帯全員の住民票の写し （ 続柄及び筆頭者の記載があり 、 マイ ナンバーの記載が

ないも の）（ 原本）  

  ③ 配偶者、 子及び子の配偶者（ 子に配偶者がいる 場合） の所得証明書（ こ れに代えて非課税証

明書でも 可）（ 原本）  

  ④ 職員の配偶者が会社等に勤務し ている 場合は、 当該子の「 扶養手当に相当する 給与を受けて

いないこ と の証明」（ 様式任意）、 自営業等の場合は、 当該子を「 扶養し ていないこ と の申立

書」（ 様式任意）  

  ⑤ 子の配偶者が会社等に勤務し ている 場合は、 当該子の「 扶養手当に相当する 給与を受けてい

ないこ と の証明」（ 様式任意）、 自営業等の場合は、 当該子を「 扶養し ていないこ と の申立書」

（ 様式任意）  

  ⑥ 職員が子と 同居し ている 場合は、 障害者年金等の受給の有無及び収入額、 扶養の事実を記載

し た申立書（ 様式任意）  

  ⑦ 職員が子と 別居し ている 場合は、 障害者年金等の受給の有無及び収入額、 別居の理由、 扶養

の事実、 生計費負担額等を具体的に記載し た申立書（ 様式任意）  

  ⑧ 医師の診断書 

   ※ 医師の診断書は、 終身労務に服する こ と ができ ない程度である 旨が明示さ れたも のである

こ と 。 22 歳に達する 日以後の最初の 3 月 31 日までの間にある 子が重度心身障がい者の場合

は、 子と し ての認定を優先する ので、 診断書等の提出の必要はないが、 22 歳に達する 日以

後の最初の 3 月 31 日までに診断書等の提出がない場合は、 自動的に扶養親族の取消手続き

が行われる ため、 忘れずに同日ま でに診断書等を提出する こ と 。  

   ※ 「 終身労務に服する こ と ができ ない程度」 と は、 疾病又は負傷によ り 、 その回復がほと ん

ど期待でき ない程度の労働能力の喪失又は機能障がいをき たし 、 現状に顕著な変化がない限

り 、 一般的には労務に服する こ と ができ ないと 認めら れる 状態をいう も のである 。  
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イ  重度心身障がい者が職員の子以外の場合 

  ① 重度心身障がい者及びその父母の戸籍謄本（ 原本）  

  ② 重度心身障がい者の属する 世帯全員の住民票の写し （ 続柄及び筆頭者の記載があり 、 マイ ナ

ンバーの記載がないも の）（ 原本）  

  ③ 重度心身障がい者及びその者の配偶者（ その者に配偶者がある 場合） の所得証明書（ こ れに

代えて非課税証明書でも 可）（ 原本）  

  ④ 重度心身障がい者の配偶者、 父母及び兄弟姉妹が会社等に勤務し ている 場合は、 当該重度心

身障がい者の「 扶養手当に相当する 給与を受けていないこ と の証明」（ 様式任意）、 自営業等の

場合は、 当該重度心身障がい者を「 扶養し ていないこ と の申立書」（ 様式任意）  

  ⑤ 職員が重度心身障がい者と 同居し ている 場合は、 障害者年金等の受給の有無及び収入額、 扶

養の事実を記載し た申立書（ 様式任意）  

  ⑥ 職員が重度心身障がい者と 別居し ている 場合は、 障害者年金等の受給の有無及び収入額、 別

居の理由、 扶養の事実、 生計費負担額等を具体的に記載し た申立書（ 様式任意）  

  ⑦ 重度心身障がい者と 別居し ている 場合は、 職員から の送金等に関する 証明（ 次のいずれかの

書類）  

   ・ 払込書の写し や通帳の写し （ 振込みし たこ と が分かる 箇所のみで可） 等 

   ・ 重度心身障がい者が現金で受領し た場合は受領書（ 原本）  

  ⑧ 医師の診断書 

   ※ 医師の診断書は、 終身労務に服する こ と ができ ない程度である 旨が明示さ れたも のである

こ と 。 22 歳に達する 日以後の最初の 3 月 31 日までの間にある 弟妹、 孫が重度心身障がい者

の場合は、 弟妹、 孫と し ての認定を優先する ので、 診断書等の提出の必要はないが、 22 歳

に達する 日以後の最初の 3 月 31 日ま でに診断書等の提出がない場合は、 自動的に扶養親族

の取消手続き が行われる ため、 忘れずに同日ま でに診断書等を提出する こ と 。  

   ※ 「 終身労務に服する こ と ができ ない程度」 と は、 疾病又は負傷によ り 、 その回復がほと ん

ど期待でき ない程度の労働能力の喪失又は機能障がいをき たし 、 現状に顕著な変化がない限

り 、 一般的には労務に服する こ と ができ ないと 認めら れる 状態をいう も のである 。  
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（ ７ ）  扶養親族を取消申請する 場合 

ア 収入が基準額以上と なる 場合 

取 消 事 由 添 付 書 類 

① 就職し た場合 

就職日、 勤務条件を確認でき る いずれかの書類 

・ 採用辞令の写し  

・ 就職証明（ 原本） 及び給与支払（ 見込） 証明書（ 原本）  

・ 雇用契約書の写し  

・ その他勤務条件等を確認でき る 書類 

② 給与の額が増加し た場合 

増額を確認でき る いずれかの書類 

・ 給与支払（ 見込） 証明書（ 原本）  

・ 雇用契約書の写し 又は賃金改定を証する も の 

③ 年金等の額が増加し た場合 
年金改定通知書の写し 、 年金生活者支援給付金支給決定通

知書（ 振込通知書） の写し  

④ 雇用保険の受給を開始し た場合 雇用保険受給資格者証の写し  

⑤ 自営業を開業し た場合 開業を証明する 書類 

⑥ 事業所得が増加し た場合 

増額を確認でき る いずれかの書類 

・ 確定申告書及び収支内訳書の写し  

・ 所得見込に関する 申立書（ 様式任意）  

 

イ  その他の場合 

取 消 事 由 添 付 書 類 

① 死亡し た場合 死亡し た者と 死亡日を確認でき る いずれかの書類 

・ 除籍謄本（ 原本）  

・ 死亡診断書の写し （ 埋葬許可証又は火葬許可証の写し

でも 可）  

② 主たる 扶養者が変更になった 

場合 

変更後の主たる 扶養者に関する 事項、 変更の理由又は

原因、 変更の年月日等に関する 事項を記載し た申立書

（ 様式任意）  

③ 上記以外の場合 申立書及び事由に応じ た確認書類 

 

※ 子等（ 重度心身障がい者を除く 。） が 22 歳に達する 日以後の最初の 3 月 31 日を経過し た場

合、 職権によ り 教育事務所で扶養親族の取消手続き を行う ため、 取消申請は不要。  
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１ 認定関係

〔 問１ 〕 「 主たる 扶養者」 について

「 主た る 扶養者」 と はど のよ う に判断すべき か。

〔 答〕

「 主た る 扶養者」 であ る かの判断は、 そ の配偶者等他の者と 共同し て 同一人を 扶養し て

いる 場合は、 そ の扶養親族と し よ う と し て いる 者の生活に要する 費用について 、 扶養に関

与し て いる 者の中で誰が最も 多く 負担し て いる かによ っ て 行う こ と と さ れて おり 、 具体的

には家計の実態等に基づき 認定する こ と と な る 。

参照 Ｑ ＆Ａ 公務員給与事務提要

〔 問２ 〕 給与額の低い職員

給料が行政職給料表１ 級４ 号給であ る 職員について 数人を 扶養親族と でき る か。

〔 答〕

実際に扶養親族について 他に生計の途がな く 主と し て 職員が扶養し て いる 場合は扶養親

族と でき る が、 職員の給与額から みて こ のよ う な 職員は、 一般的には扶養の事実に疑念が

持た れる ので特に慎重に調査すべき であ る 。

平成元年３ 月29日付け 青教学第1323号

参照 諸手当質疑応答集

《 主たる 扶養者の判断について》

【 認定について 】

子の扶養認定に当た っ て は、 夫婦と も に収入があ る 場合、 年間収入の多寡で判断する 。

た だし 、 配偶者よ り 収入が少な い職員であ っ て も 、 そ の差額が１ 割以内で、 配偶者が子に

係る 扶養手当に相当する 手当を 受給し て いな いこ と が確認でき る 場合は、 同程度の収入と

判断し て 、 「 主た る 扶養者」 と し て 取扱う こ と ができ る 。

【 事後確認について 】

年間収入が逆転し 収入差額が１ 割を 超え る 状態が３ か年継続し て る 場合は認定替を 行う

等取り 扱う こ と と な る ｡（ た だし 、 生計の実態が大き く 異な る 事由が生じ た 場合は、 ３ 年

を 待た な い。 ）
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〔 問３ 〕 「 他に生計の途がな く 主と し てそ の職員の扶養を 受けて いる も の」 の基準

給与条例第８ 条第２ 項の「 他に生計の途がな く 主と し て その職員の扶養を 受け て いる も

の」 の認定について の基準はど う な っ て いる のか。

〔 答〕

「 他に生計の途がな く 主と し て その職員の扶養を 受け て いる も の」 について は、 給与所

得、 事業所得、 不動産所得等の恒常的な 所得が全く な いか、 あ っ て も 扶養親族の認定の基

準と し て の所得限度額であ る 年額１ ３ ０ 万円（ 18歳の最初の４ 月１ 日から 22歳の最初の３

月31日ま での者は150万円） 未満であ っ て 、 職員の配偶者、 兄弟姉妹等が受け る 扶養手当又

は民間その他のこ れに相当する 手当の支給の基礎と な っ て いな いも ので、 職員を 主たる 扶

養者と し て 生計を 営んでいる も のを さ すも のであ る 。

平成元年３ 月29日付け 青教学第1323号

財務関係問答集

参照 諸手当質疑応答集

- 20 -



２ 扶養親族の範囲

○ ２ ２ 歳に達する 日以後の最初の３ 月31日ま での間にあ る 子及び孫

〔 問４ 〕 分割扶養

夫婦共に県職員で２ 人以上の子を 扶養し て いる 場合、 そ れぞれの職員が分割し 、 扶養親

族と する こ と ができ る か。

〔 答〕

原則と し て 、 一世帯には主た る 扶養者は１ 人であ る た め分割扶養はでき な い。

た だし 、 事実上婚姻関係にな いと 同様な 状態にあ る 場合等子を 分割し て扶養し て いる 特殊

な 状況にあ る と き はこ の限り でな い。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

財務関係問答集

〔 問５ 〕 子に対する 養育費の送金

職員が妻と 離婚し 、 子は妻に引き 取ら れた が、 職員はその子のため養育費と し て 毎月送金

し て いる 場合、 そ の子を 職員の扶養親族と し て 認定する こ と ができ る のか。

〔 答〕

設問の場合は、 子が母（ 職員の元の妻） のも と に引き 取ら れて いる ので、 常識的には母

が主と し て 扶養し て いる も のと 推定さ れる 。 し た がっ て 、 送金を し て いる と いう 事実のみ

を も っ て は認定でき ず、 毎月の送金額そ の他扶養の実態を 十分に把握し た 上で職員が主と

し て 扶養し て いる と いう こ と を 確認でき た 場合には扶養親族と する こ と ができ る 。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

参照 諸手当質疑応答集

〔 問６ 〕 連子の認定

職員が連子のあ る 者と 婚姻し 、 その連子を 扶養し て いる 場合、 扶養親族と する こ と がで

き る か。

〔 答〕 職員と 連子と の間で養子縁組を し た 場合のみ扶養親族と する こ と ができ る 。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

参照 諸手当質疑応答集
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○ ６ ０ 歳以上の父母及び祖父母

〔 問７ 〕 別居し て いる 父の認定

次の場合には、 別居し て いる 父を 職員の扶養親族と し て 認定する こ と ができ る か。

（ 例１ ） 職員が単独で父を 扶養し て いる 場合

父の所得額 ９ ０ 万円 職員の送金額 ５ ０ 万円

（ 例２ ） 職員と 職員の弟が共同し て 父を 扶養し て いる 場合

父の所得額 ６ ０ 万円 職員の送金額 ５ ０ 万円 弟の送金額 ３ ０ 万円

〔 答〕

別居し て いる 父母等を 扶養親族と し て 認定する 際におけ る 「 主と し て そ の職員の扶養を

受け て いる も の」 について は、 次のよ う に取り 扱われて いる 。

１ 職員が別居し て いる 父母等を 送金等によ っ て 扶養し て いる 場合の当該父母等に係る

扶養親族の認定に当た っ て は、 職員の送金等の負担額が、 当該父母等の所得以下の額

であ っ て も 、 当該父母等の全収入（ 父母等の所得及び職員そ の他の者の送金等によ る

収入の合計） の３ 分の１ 以上の額であ る と き は、 当該父母等を 「 職員の扶養を 受け て

いる も の」 と し て 取り 扱う も のと する 。

た だし 、 職員が兄弟姉妹等と 共同し て 父母等を 扶養し て いる 場合には、 職員の送金

等の負担額が兄弟姉妹等の送金等の負担額のいずれを も 上回っ て いる と き に限り 、

「 主と し て 」 職員の扶養を 受け て いる も のと し て 取り 扱う も のと する 。

２ 公署を 異にする 異動等に伴い、 職員が同居し て いた 扶養親族であ る 父母等と 一時的

に別居する こ と と な っ た場合の当該父母等（ 職員の配偶者又は子と 同居し て いる 父母

等に限る 。 ） に係る 扶養親族の認定に当た っ て は、 別居後も 扶養の実態等に特段の変

化がな い限り 、 引き 続き 職員と 同居し て いる も のと し て 取り 扱う も のと する 。

し た がっ て 、

設問（ 例１ ） について は、 職員の送金額は父の所得額を 上回っ て いな いが、 父の全収

入の３ 分の１ 以上であ る こ と から 認定する こ と ができ る 。

父の所得額 職員の送金額 父の全収入

９ ０ 万円 ＊５ ０ 万円 １ ４ ０ 万円

設問（ 例２ ） について は、 職員の送金額は父の所得額を 上回っ て いな いが、 父の全収

入の３ 分の１ 以上で、 かつ弟の送金額を 上回っ て いる こ と から 認定する こ と ができ る 。

父の所得額 職員の送金額 弟の送金額 父の全収入

６ ０ 万円 ＊５ ０ 万円 ３ ０ 万円 １ ４ ０ 万円

平成８ 年３ 月28日付け 青教学第1258号

参照 諸手当質疑応答集
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〔 問８ 〕 父母の収入額について の認定基準

職員と 同居し て いる 父母に収入があ る 場合、 その収入額について の認定基準はど う な る の

か。

〔 答〕

夫婦は互いに協力し 、 扶助し な け ればな ら な いも のであ り 、 父母の収入で生活でき る も

のであ れば扶養親族と はな ら な いので、 父母の収入を 合算し て ２ ６ ０ 万円（ １ ３ ０ 万円×

２ ） 以上と な る 場合は、 父母と も に認定でき な い。

合算し た 収入が２ ６ ０ 万円未満の場合は、 １ ３ ０ 万円未満の者について は、 職員が主た

る 扶養者であ る 場合に限り 認定でき る 。

（ 父母の一方のみを 認定する 場合、 父母が相互に他の一方の主た る 扶養者であ る 場合は

認定でき な いので注意を 要する 。 ）

昭和59年８ 月30日付け青教学第639号

平成元年３ 月29日付け 青教学第1323号

財務関係問答集

例

（ 問） 父母が青森市に、 職員が八戸市に居住し 次のよ う な 状況の場合、 父を 扶養親族と

し て 認定でき る か。

青森市 八戸市

父 ６ ４ 才 年収６ ８ 万円 ← 職員が父母へ送金

母 ５ ８ 才 年収１ ７ ８ 万円 月８ 万( 年間９ ６ 万）

（ 答）

父の収入 職員の送金額 母の収入 父母の全収入

６ ８ 万円 ＊ ９ ６ 万円 １ ７ ８ 万円 ３ ４ ２ 万円

３ ４ ２ 万円×１ /３ ＝１ １ ４ 万円＞＊９ ６ 万円 よ り 父を 扶養認定でき な い。
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〔 問９ 〕 「 満２ ２ 歳に達する 日」 と 「 満６ ０ 歳以上」 の取扱い

子及び孫の扶養親族と し て の要件を 欠く に至る 日と 父母及び祖父母の要件を 具備する に

至る 日はそ れぞれいつか。

〔 答〕

給与条例第８ 条に定める 扶養親族は、 第２ 項において 、 子及び孫について 「 満22歳に達

する 日以後の最初の３ 月31日ま での間にあ る 子及び孫」 と さ れ、 「 満22歳に達する 日」 と

は満22歳の誕生日の前日を さ すこ と から 、 「 子及び孫」 の場合は満22歳の誕生日以後の最

初の４ 月１ 日が扶養親族と し て の要件を 欠く 日と な る 。

な お、 ４ 月１ 日が誕生日の者について も 「 満22歳に達する 日」 が誕生日の前日を さ すも

のであ る こ と から 、 翌日の４ 月１ 日が扶養親族の要件を 欠く 日と な る 。

ま た 、 父母及び祖父母について は「 満60歳以上の父母及び祖父母」 と さ れ、 「 満60歳以

上」 と は満60歳の誕生日以後を さ すこ と から 、 「 父母及び祖父母」 は満60歳の誕生日を も

っ て 扶養親族と し て の要件を 具備する 日と な る 。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

財務関係問答集

参照 諸手当質疑応答集
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〔 問10〕 養子に行っ た 場合の実父母

職員が養子に行っ た た め実父母と 戸籍が別にな っ た 。 し かし 、 主と し て 実父母を 扶養し

て いる 場合、 そ の実父母を 扶養親族と する こ と ができ る か。

〔 答〕

職員の実父母は、 あ く ま でも 自然血族であ る た め、 他に生計の途がな く 主と し て その職

員の扶養を 受け て いる 場合は、 戸籍に関係な く 扶養親族と する こ と ができ る 。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

参照 諸手当質疑応答集

〔 問11〕 扶養義務のあ る 姻族の取扱い

民法第８ ７ ７ 条によ っ て 、 家庭裁判所から 配偶者の母の扶養義務を 負わさ れ、 実際に扶

養し て いる 場合は、 その母を 給与法上の扶養親族と する こ と ができ る か。

〔 答〕

給与法上の扶養親族は、 同法第１ １ 条第２ 項第６ 号に該当する 者を 除き 、 血族又は法定

血族であ る 者と 解さ れて いる ので、 設問の場合は、 養子縁組を し な い限り 、 扶養親族と す

る こ と はでき な い。

〈 参考〉

民法

第８ ７ ７ 条 直系血族及び兄弟姉妹は、 互に扶養を する 義務があ る 。

② 家庭裁判所は、 特別の事情があ る と き は、 前項に規定する 場合の外、 三親等内

の親族間において も 扶養の義務を 負わせる こ と ができ る 。

③ 前項の規定によ る 審判があ っ た 後事情に変更を 生じ た と き は、 家庭裁判所は、

その審判を 取り 消すこ と ができ る 。

参照 諸手当質疑応答集
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〔 問12〕 老人ホ ーム の利用料の負担

職員の扶養親族であ っ た実母が老人ホ ーム に入所する こ と と な っ た が、 毎月５ 万円程度の

利用料が必要であ り 、 職員が当該利用料を 負担し て いる 場合には、 引き 続き 扶養親族と し

て 認定する こ と ができ る か。

〔 答〕

職員が老人ホ ーム の利用料を 負担し て いて も 、 母の生計が主と し て 当該施設の負担によ

っ て 営ま れて いる 場合には、 母を 引き 続き 扶養親族と し て 認定する こ と はでき な い。

（ 入所者の総収入） ＝①入所者の収入額＋②職員の負担額＋③職員の兄弟姉妹等の

各負担額＋④施設が負担する 入所者の生活費

別居の場合の認定基準によ り 、 ②が総収入の1/3以上、 かつ、 ②が③及び④よ り

も 多い場合に限り 、 入所者を 「 主と し て 職員の扶養を 受け て いる 者」 と し て 取り 扱う ｡

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

参照 諸手当質疑応答集

平成12年12月６ 日付け青教学第1009号及び平成17年10月4日付け 事務連絡

介護老人福祉施設に入所し て いる 者等の認定について

介護保険制度によ る 介護老人福祉施設へ入所し た 場合等の認定に当た り 、 介護保
険から 給付さ れる サービ ス 費用（ 食費、 居住費そ の他日常生活費を 除く 。 ） の９ 割
について は、 こ れを 病院等におけ る 一般的な 医療費の保険から の補填と 同様に捉
え 、 扶養実態の判断に際し 入所者の総収入と し て 取り 扱わな い。

な お、 こ れは介護保険制度におけ る 取扱いであ り 、 障害者施設等その他の施設へ
の入居について は従前のと おり であ る 。

１ 介護老人福祉施設に入所し て いる 者を 扶養認定する 場合
（ 入所者の総収入） ＝①入所者の収入額＋②職員の負担額＋③職員の兄弟姉妹等

の各負担額
②が総収入の1/3以上、 かつ、 ②が③よ り も 多い場合に限り 、 入所者を 「 主と

て 職員の扶養を 受け て いる 者」 と し て 取り 扱う 。
※②の職員の負担額と は

①入居者への送金（ 口座振込等によ り 客観的に負担の事実を 判断でき る も の
に限る ） 、 ②職員が入所契約し て いる 場合の１ 割負担及び食費、 居住費等自己
負担額、 ③被扶養者が入居契約し て いる 場合で、 そ の者の収入では１ 割負担及
び食費、 居住費等自己負担額を 負担でき な いこ と が明ら かな 場合のその差額等
を 職員負担額と し て 取り 扱う 。

２ 職員と 同居し 、 居宅サービ ス を 受けて いる 場合
従前のと おり 被扶養者の収入が１ ３ ０ 万円以上と 見込ま れる かど う かによ り 判断

する 。
な お、 短期入居サービ ス は別居と し て は取り 扱わず、 ま た サービ ス 費用を 全額負

担し た 場合に給付さ れる サービ ス 費用の９ 割について も 、 被扶養者の収入に含めな
い。

３ 職員と 別居し 、 居宅サービ ス を 受けて いる 場合
別居の場合の認定基準によ り 判断する 。 こ の場合、 上記２ のな お書き と 同じ 扱い

と する 。
た だし 、 介護保険法第１ ８ 条第１ 項第２ 号及び第３ 号の規定によ る 予防給付等に

ついて も 、 被扶養者の収入に含めな い。
※介護保険法第１ ８ 条第１ 項

第２ 号 被保険者の要介護状態と な る おそれがあ る 状態に関する 保険給付
第３ 号 前２ 号に掲げる も ののほか、 要介護状態の軽減若し く は悪化の防止又は

要介護状態と な る こ と の予防に資する 保険給付と し て 条例で定める も の
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○ ２ ２ 歳に達する 日以後の最初の３ 月３ １ 日ま での間にあ る 弟妹

〔 問13〕 職員の配偶者の弟妹の扶養

職員の配偶者の弟妹を 職員が扶養し て いる 場合、 扶養親族と する こ と ができ る か｡

〔 答〕

職員と 配偶者の弟妹と の間には血族関係がな いので、 扶養親族と する こ と はでき な い。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

〔 問14〕 養子先の弟妹の扶養

養子先の弟妹を 職員が扶養し て いる 場合は、 扶養親族と する こ と ができ る か。

〔 答〕

養子先の親と 養子縁組を し た 場合、 その弟妹と 職員と は法定血族と な る た め、 他に生計

の途がな く 職員が主と し て 扶養し て いる 場合、 扶養親族と する こ と ができ る 。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

〔 問15〕 異母弟妹の扶養

父と 後妻と の間に生ま れた 弟妹を 職員が扶養し て いる 場合、 扶養親族と する こ と ができ

る か。

〔 答〕

異母兄弟であ っ て も 他に生計の途がな く 職員が主と し て 扶養し て いる 場合、 自然血族で

あ る ので扶養親族と する こ と ができ る 。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

○ 重度心身障がい者

〔 問16〕 重度心身障がい者について

重度心身障がい者は、 親族に限ら れる か。 ま た 、 重度心身障がい者について 「 終身労務

に服する こ と ができ な い程度」 と は、 具体的にはど のよ う な も のを いう か。

〔 答〕

必ずし も 親族に限ら ず、 主と し て 職員の扶養を 受け て いる 場合は扶養親族と し て 認定す

る こ と ができ る 。

ま た 、 「 終身労務に服する こ と ができ な い程度」 と は、 疾病又は負傷によ り 、 そ の回復

がほと んど 期待でき な い程度の労働能力の喪失又は機能障害を き た し 、 現状に顕著な 変化

がな い限り 、 一般には労務に服する こ と ができ な いと 認めら れる 状態を いう も のであ る 。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

参照 諸手当質疑応答集
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３ 所得関係

〔 問17〕 年額１ ３ ０ 万円の意味

「 年額１ ３ ０ 万円」 と いう 意味について 具体的に説明さ れた い。

〔 答〕

事実発生日から 今後１ 年間において 見込ま れる 総収入額（ 社会保険料、 雇用保険料及び

所得税法の法定控除前（ 以下「 法定控除前」 と いう 。 ） の支給総額。 ） を いう も のであ

る 。

扶養親族の所得が限度額以内かど う かの判断方法は、 原則的には年額で判断する が、 勤

務形態、 収入の種類等によ り 年額で判断する よ り も 月額や日額によ り 判断する 方がよ り 適

切で、 実態に即し て いる 場合はそ れら によ り 判断する も のであ る 。

な お、 扶養親族と し て の所得限度額は、 年額では１ ３ ０ 万円（ 18歳の最初の４ 月１ 日か

ら 22歳の最初の３ 月31日ま での者は150万円） 未満と な っ て おり 、 こ れを 月額、 又は日額に

換算する と 、 月額では１ ０ ８ ， ３ ３ ３ （ 124, 999） 円以内、 日額では３ ， ６ １ １ （ 4, 166）

円以内と な る も のであ る 。 こ れら には、 いずれも 各種手当（ 非課税通勤手当を 含む。 ） や

賞与等を 含むも のであ る 。

〔 問18〕 年額比較と 月額比較

扶養親族と すべき 者の所得について 、 年額比較と 月額比較と の区別の仕方について 説明

さ れた い。

〔 答〕

次の【 勤務形態や収入の種類別具体例】 を 参考と し 、 判断する も のであ る 。 な お、 パー

ト タ イ マー・ ア ルバイ ト は、 状況に応じ て ①又は②に該当する た め、 注意が必要であ る 。

【 勤務形態や収入の種類別具体例】

※勤務条件等が変更さ れた 場合は、 その都度判断する こ と 。

① 雇用条件通知書等から １ 箇月分の給与額が推計でき る 場合（ 原則月額で判断。 ）

概ね次のよ う な ケ ース が該当する 。

ア 給与が月額で定めら れて いる 場合

イ 臨時社員やア ルバイ ト な ど 雇用条件通知書等で、 １ 箇月当た り の勤務時間（ 勤務日

数） 及び賃金単価が把握でき る こ と によ り 、 １ 箇月当たり の給与額が推計でき る 場合

上記ア 又はイ の１ 箇月当た り の給与（ 見込） 額と 通勤手当（ 非課税額分を 含む。 ） 等

毎月支払われる 手当額並びに賞与及び臨時的支給さ れる 手当の年額の１ ２ 分の１ 相当額

の合計額が１ ０ ８ ， ３ ３ ３ （ 124, 999） 円以内であ る 場合は、 扶養親族と し て 認定する こ

と ができ る 。

※任用期間が１ 年未満であ っ て も 上記の取扱を する 。

就職後の給与の支給実績について は、 ②の場合と 同様に確認し て いく 必要があ る 。

雇用条件から 、 １ 箇月当た り の勤務時間等が不明であ っ て も 、 予め年間の勤務日数

等が把握でき る 場合には、 年間で判断する 場合も あ る 。
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② 雇用条件通知書等から １ 箇月分の給与額が推計でき な い場合（ 継続する ３ 箇月の平均

給与月額( 実額) で判断。 ）

概ね次のよ う な ケ ース が該当する 。

ア 臨時社員やア ルバイ ト な ど 、 勤務時間がシ フ ト 勤務制な ど で、 １ 箇月当た り の勤務

日数（ 総勤務時間） が把握でき な いた め、 １ 箇月当た り の給与額が推計でき な い場合

イ 保険外交員な ど 、 支払われる 給与の中に歩合給が含ま れて いる 場合

ウ 毎月の給与額が大き く 変動する 場合（ 月額１ ０ ８ ， ３ ３ ３ （ 124, 999） 円を 明ら かに

超え る 場合を 除く 。 ）

継続する ３ 箇月の給与明細書から 平均給与月額を 算出し た 結果、 そ の額が１ ０ ８ ， ３

３ ３ （ 124, 999） 円以内であ り 、 今後も 同程度の勤務状況等が見込ま れる のであ れば扶養

親族と し て 認定する こ と ができ る 。

そ の後、 勤務形態の変更等（ 例え ば： 賃金単価が高く な っ た 、 時間外勤務が増え た ）

によ り 、 １ 箇月当た り の給与額が１ ０ ８ ， ３ ３ ３ （ 124, 999） 円を 超え 、 今後の年間収入

が１ ３ ０ （ 150） 万円以上と な る と 推計さ れる こ と と な っ た 場合には扶養親族と し て の認

定はでき な く な る た め、 毎月、 給与明細書で３ 箇月の平均給与月額を 確認する 必要があ

る 。

ま た 、 年間を 通し て 勤務実績があ る 場合で勤務条件等に大き く 変更がな いと き は、 そ

の年の源泉徴収票や所得証明書によ り 年額で判断する 。 な お、 扶養親族の認定を 取消さ

れた 場合でも 、 こ れによ り 再度認定でき る 場合も あ る 。

③ 農業所得、 事業所得、 年金収入（ 遺族年金・ 障害者年金・ 老齢者年金等） 、 利子配当

な ど あ る 場合（ 年額で判断。 ）

農業所得、 事業所得、 利子配当な ど は確定申告書の控え によ り 確認する 。

確定申告書に記載さ れて いる 総収入から 当該事業等に要する 必要経費を 控除し た 後の

額が１ ３ ０ （ 150） 万円未満であ れば扶養親族と し て 認定でき る 。

年金収入について は、 年金改定通知書や年金振込通知書等によ り 支給年額を 確認す

る 。 こ の場合の収入額は介護保険料が控除さ れる 前の額で判断する 。 な お、 遺族年金及

び障害者年金等は所得証明書に記載さ れな いた め、 注意が必要であ る 。

④ 雇用保険を 受給し て いる 場合（ 日額で判断。 ）

「 雇用保険受給資格者証」 によ り 確認する 。 記載さ れて いる 基本手当日額が３ ， ６ １ １

（ 4, 166） 円以内であ れば受給期間中でも 扶養親族と し て 認定でき る 。 （ 雇用保険法の規

定によ る 基本手当は就職を 前提と し た 失業期間中の生活扶助的な も のと し て 日額で算出

さ れる ので、 年額によ ら ず日額で判断する 。 ）
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〔 問19〕 月々の収入が不安定な 者の所得

パート タ イ マー等月々の収入が不安定な 者の所得を ど のよ う に判断する か。

〔 答〕 収入が不安定な 者について は、 所得の実績（ ３ か月の平均） から その翌月以降の

月収額を 推定する 等の方法によ り 比較する 。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

財務関係問答集

参照 諸手当質疑応答集

例１
扶養認定し て いる 父が８ 年１ 月５ 日付け で就職し 、 当初の見込みでは月々９ 万程度と 見

込ま れた た め引き 続き 扶養親族と し て いた が、 途中から 継続的に収入が増え た ケ ース （ 契
約内容： 毎月末日締め、 翌月５ 日払い。 た だし ､末日締めの段階で支払額は確定)

給与証明（ 実績）

8年１ 月 88, 125 月額108, 333（ 124, 999） 円を 超え て いな いか
8年２ 月 88, 125 ↓

8年３ 月 81, 075 →１ , ２ , ３ 月分の平均 85, 775 ○
8年４ 月 88, 125 →２ , ３ , ４ 月分の平均 85, 775 ○
8年５ 月 110, 600 → 以下１ 月ずつ 93, 266 ○

8年６ 月 88, 125 → ずれる 95, 616 ○
8年７ 月 84, 600 → 94, 441 ○
8年８ 月 118, 125 → 96, 950 ○

8年９ 月 88, 125 → 96, 950 ○
8年10月 84, 600 → 96, 950 ○
8年11月 88, 125 → 86, 950 ○
8年12月 88, 600 →( 8年分収入1, 096, 350円) 87, 108 ○
8年１ 月 128, 325 → 101, 683 ○
8年２ 月 153, 075 → 123, 333 ×
9年３ 月 138, 600 → 140, 000 × 扶養取り 消し
9年４ 月 122, 025 → 137, 900 × ↓
9年５ 月 121, 875 → 127, 500 × ↓
9年６ 月 132, 170 → 125, 356 × ↓
9年７ 月 135, 770 → 129, 938 × ↓
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例２
扶養認定し て いる 子（ 18歳） が８ 年１ ０ 月１ 日付け で就職し 、 当初の見込みでは月々６ 万

～１ ０ 万程度と 見込ま れた た め引き 続き 扶養親族と し て いた が、 現況届提出時に所得が多か

っ た こ と が判明し 、 さ ら に収入にばら つき があ る ケ ース

給与証明（ 実績）

8年10月 65, 494

8年11月 123, 550

8年12月 92, 313

9年１ 月 76, 138

9年２ 月 110, 088

9年３ 月 105, 450

9年４ 月 109, 869

9年５ 月 116, 694

9年６ 月 96, 525 現況時に年額150

9年７ 月 113, 327 万円を 超え な い

9年８ 月 133, 235 た め返納不要。

9年９ 月 105, 365

9年10月 86, 885

9年11月 108, 945

9年12月 83, 449 ( 9年分収入1, 245, 970円)

10年１ 月 142, 200 月額124, 999円を 超え て いな いか ３ ヶ 月平均で「 ×」

10年２ 月 97, 750 ↓ のついた 翌月分を 返

10年３ 月 138, 698 → 1, 2, 3月分の平均 126, 216 × 納する 。

10年４ 月 90, 346 → 2, 3, 4月分の平均 108, 931 ○ 返納

10年５ 月 131, 020 → 以下１ 月ずつ 120, 021 ○

10年６ 月 135, 880 → ずれる 119, 082 ○

10年７ 月 139, 345 → 135, 415 ×

10年８ 月 129, 265 → 134, 830 × 返納

10年９ 月 133, 117 → 133, 909 × 返納

10年10月 126, 860 → 129, 747 × 返納

10年11月 118, 940 → 126, 305 × 返納

10年12月 137, 690 →( 10年分収入1, 521, 111円) 127, 830 × 返納

11年１ 月 137, 130 返納

11年２ 月 115, 910

11年３ 月 125, 685

11年４ 月 125, 486

11年５ 月 149, 126 現況届提出時

11年６ 月 132, 170 に判明

11年７ 月 135, 770

※勤務形態の変更等によ り 、 １ か月当たり の給与額が１ ２ ４ ， ９ ９ ９ 円を 超え 、 今後も

同程度の収入が見込ま れる に至っ た と き を も っ て 扶養親族の取消を 行う こ と と な る た

め、 増額と な っ て いる 理由を 確認する 必要があ る 。

※18歳未満の場合は「 年額１ ３ ０ 万円」 、 「 月額１ ０ ８ ， ３ ３ ３ 円」 を 超え て いな いか

を 確認する 。

- 31 -



〔 問20〕 所得金額の意味

「 年額１ ３ ０ 万円以上」 と いう 所得金額は、 所得税法の規定によ り 計算し た 額か｡

〔 答〕 「 年額１ ３ ０ 万円（ 18歳の最初の４ 月１ 日から 22歳の最初の３ 月31日ま での者は

150万円） 以上」 の所得金額と は、 年間におけ る 総収入金額を いう も のであ る 。 な お、

遺族年金等の非課税の収入について は、 所得証明書によ っ て は把握でき な いた め、 扶

養親族と し て 認定し た い者に係る 年金受給の有無を 職員から 確認のう え 、 年金証書に

よ り 把握する 必要があ る 。

ま た 、 不動産所得、 事業所得等で所得を 得る た めに修理費、 管理費、 役務費等の経

費の支出を 要する も のについて は、 社会通念上明ら かに当該所得を 得る た めに必要と

認めら れる 経費（ 税金を 除く 。 ） に限り 、 そ の実額を 控除する こ と と な る 。

具体的には、 仕入れ品の代価や使用人に支払われる 賃金な ど のよ う に事業を 行う に

当た っ て 必要不可欠な 直接的経費であ る も の、 修繕費や光熱・ 水道費のよ う に事業に

必要な 家屋、 備品等を 維持・ 管理する ための必要不可欠な 経費であ る も のを 基本と し

て 、 その実額を も っ て 必要経費と する こ と と な る 。 所得税法上の必要経費と は異な る

取扱と な る 。 詳細は別表を 参照。
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別表

経 費 内 容

Ａ 売上原価 商品な ど の仕入金額

給料賃金 給料・ 賃金・ 退職金・ 食費や被服な ど の現物給付

必 外注工賃 修理加工な ど で外部に注文し て 支払っ た加工賃

要 地代家賃 店舗・ 工場等を 借り て いる 場合の家賃等

経 水道光熱費 水道料・ 電気料・ ガス 代・ 灯油な ど の購入費

費 修繕費 店舗・ 自動車・ 機械等の修理費

旅費交通費 電車賃、 バス 代、 タ ク シ ー代、 宿泊代

消耗品費 帳簿・ 文房具・ 用紙・ ガソ リ ン 購入費

荷造運賃 販売商品の包装材料費、 運賃等

通信費 電話料・ 切手代・ 電報料

福利厚生費 従業員の慰安・ 医療・ 衛生・ 健康保険・ 厚生年金・ 雇用保

険等の保険料や掛金

雑費 他の経費に当て はま ら な い経費

その他 研修・ 会議・ 生徒維持費（ 公文等への負担金、 学研本部へ

( Cの経費以外) の納入金） 、 土地改良費など

減価償却費 建物・ 機械・ 船舶・ 車両・ 器具備品・ 農機具・ 搾乳牛な ど の償却費

貸倒金 売掛金、 受取手形、 貸付金な ど の貸倒損失

利子割引料 事業用資金の借入金の利子や受取手形の割引料

消費税及び地方消費税の納付税額、 事業税、 固定資産税（ 土地、 建物、 償却

租税公課 資産） 、 自動車税（ 取得税、 重量税を 含む。 ） 、 不動産取得税な ど の税金、

水利費、 農業協同組合費な ど の公租公課

広告宣伝費 新聞・ テ レ ビ ・ チラ シ等の費用、 ショ ーウ イ ン ド ーの陳列装飾のための費用

接待交際費 取引先等を 接待する 茶菓子・ 飲食代、 取引先等を 旅行等に

招待する 費用、 取引先等に対する 中元、 歳暮費等

損害保険料 火災保険、 自動車の損害保険料

農業共済掛金 水稲・ 果樹・ 家畜な ど に係る 共済掛金

その他、 上記に 家内労働特例差の額等

類する 経費

Ｄ 認めら れな い控除額 青色申告特別控除額

※表中の雑費、 その他等の経費について は、 詳細のわかる 資料によ り 判断する こ と 。

Ｃ

必
要
経
費
と
し
て
認
め
ら
れ
な
い
経
費

Ｂ

内
容
に
よ
り
、
必
要
経
費

と
し
て
認
め
ら
れ
る
経
費
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〔 問21〕 雇用保険受給者の認定

職員の母が平成30年３ 月30日退職し 、 下記のと おり 雇用保険金を 受給する こ と にな っ た 。

１ ． 求職年月日（ 失業の認定を 受け た 日） ……… 平成30年４ 月６ 日

２ ． 待期満了年月日………………………………… 平成30年４ 月12日

３ ． 基本手当（ 日額） ……………………………… ３ ， ６ ７ ０ 円

４ ． 所定給付日数…………………………………… ９ ０ 日

５ ． 受給状況

支 給 日 支 払 期 間 日数 支給金額 月 別 の 日 数

４ 月 2 6 日 ４ 月13日～４ 月25日 13日 47, 710円 ４ 月分（ １ ８ 日）

５ 月 ９ 日 ４ 月26日～５ 月８ 日 13日 47, 710円 ５ 月分（ ３ １ 日）

６ 月 ６ 日 ５ 月９ 日～６ 月５ 日 28日 102, 760円 ６ 月分（ ３ ０ 日）

７ 月 ４ 日 ６ 月６ 日～７ 月３ 日 28日 102, 760円 ７ 月分（ １ １ 日）

７ 月 1 2 日 ７ 月４ 日～７ 月11日 ８ 日 29, 360円

計 90日 330, 300円 （ ９ ０ 日）

( 1) ４ 月１ 日に扶養親族届が提出さ れた場合は、 雇用保険金の日額が決定さ れる 前な
ので、 扶養親族と し て 認定する こ と ができ る か。

( 2) ( 1) において 扶養親族の認定ができ る と し た場合、 ５ 月分について も 引き 続き 支
給でき る か。

( 3) 雇用保険金の支給期間が７ 月11日で満了と なる ので事実の生じ た日（ ７ 月12日）
から 扶養親族と し て 認定でき る か。

〔 答〕 ( 1) について
扶養親族と し て 認定でき る 期間は、 離職し た 日の翌日から 当該基本手当の受

給期間の初日の前日ま で及び受給の期間の末日の翌日から と な る 。 し た がっ て
認定する こ と ができ る 。

( 2) について
基本手当の１ か月相当額110, 100 円（ 日額 3, 670円×30日） が基準額であ る

１ ３ ０ 万円の１ ２ 分の１ 以上であ る こ と から 支給でき な い。
( 3) について

扶養親族と し て 認定でき る 。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号
財務関係問答集
参照 諸手当質疑応答集

- 34 -



〔 問22〕 雇用保険の受給者であ っ た 者を 扶養親族と し て 認定する 場合

雇用保険の受給者であ っ た 者を 扶養親族と し て 認定する 場合、 扶養の事実が生じ た 日と

は、 当該保険金の計算の基礎と な っ た 期間の最終日の翌日と さ れて いる が受給資格者証の

交付を 受け た 時点では、 当該計算の基礎期間は、 受給資格者証には表示さ れて いな いがど

う か。

ま た 、 こ れら の確認方法について はど う か。

〔 答〕

前段について

雇用保険受給資格者証の交付を 受け た 時点では確かに保険金の計算基礎と な っ た 期間に

ついて は記入さ れな いが、 ４ 週に１ 度の割合で雇用保険法第１ ５ 条の規定に基づく 失業の

認定を 公共職業安定所で受け る 際、 当該受給資格者証の裏面の「 処理状況」 欄に支給日数

等が記入さ れる ので、 認定日に支給さ れる 雇用保険金の計算基礎と な っ た 期間は、 こ れに

よ り 把握でき る 。

後段について

上記によ り 、 受給資格者証で計算基礎と な っ た 期間が把握でき る ので、 扶養親族と し て

申請し よ う と する 者の雇用保険受給資格者証の写し 又は受給期間満了の証明書の提出を 求

め、 「 最終日」 を 確認する こ と にな る 。

財務関係問答集

〔 問23〕 退職し た 者に係る 認定

職員の父が、 本年３ 月31日を も っ て 勤務先を 退職し 、 今後職員の収入のみによ っ て 生計を

維持する こ と にな っ た 場合、 ４ 月１ 日から 扶養親族と し て 認定する こ と ができ る か。

な お、 父の本年１ 月から ３ 月ま での給与所得は１ ３ ０ 万円以上あ り 、 ま た こ れと は別に退

職手当も １ ３ ０ 万円以上あ る 。

〔 答〕

１ 月から ３ 月ま でに給与所得が１ ３ ０ 万円以上あ っ て も 、 退職後将来に向かっ て 所得が

な いと 推定さ れる 場合において は、 ４ 月１ 日から 扶養親族と し て 認定する こ と ができ る 。

ま た 、 退職手当のよ う に一時的な 収入によ る 所得は「 恒常的な 所得」 には含ま れな いの

で、 退職手当を 資と し て 生ずる 所得が扶養親族の認定の基準と し て の所得限度額であ る 年

額１ ３ ０ 万円以上と な る 場合以外は扶養親族と し て 認定し て 差し 支え な い。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

財務関係問答集

参照 諸手当質疑応答集

- 35 -



〔 問24〕 短期間の予定でパート の仕事に就いた場合の認定

職員の扶養親族が短期間の予定で月額１ ０ 万円の仕事に就いたが、 会社側の都合で６ ヶ 月

間仕事を し て いた こ と が判明し た。 こ の間残業も あ っ た ので、 月収１ ２ 万円を 超え た月も あ

り 、 ６ ヶ 月平均では１ １ 万円と な っ て いた 。 こ の場合、

① 当初は月額１ ０ 万円であ っ たので、 扶養親族と し て 認定し 、 扶養手当を 支給し て いた

が、 当初認定に誤り がな かっ た か。

② 結果と し て 月額１ １ 万円の収入があ っ た こ と が後日判明し た 場合の取り 扱いは、 ど

のよ う にな る のか。

〔 答〕

①について

当初の認定に誤り はな いも のと 判断する 。

②について

扶養親族の認定要件であ る 基準額（ 年額１ ３ ０ （ 150） 万円程度、 月額の場合は108, 33

3（ 124, 999） 円程度） について は、 あ く ま でも 将来の収入予想額と さ れて いる 。 し た が

っ て 、 今後の収入が基準額を 超え る こ と が予想さ れた 時点において 判断し 、 所要の事務

処理を すべき も のであ る 。

平成９ 年11月14日付け青教学第912号

財務関係問答集

〔 問25〕 臨時職員に採用さ れた 場合の認定

職員の扶養親族が臨時職員と し て 採用さ れる こ と と な っ た が、 こ の就職期間中も 引き 続

き 扶養親族と し て よ いか。

〔 答〕

扶養親族の雇用が将来に向かっ て 継続さ れる こ と が予想さ れる 限り 、 毎月の所得が扶養

親族の認定の基準と し て の所得限度額であ る 年額１ ３ ０ （ 150） 万円の１ ２ 分の１ 以上であ

れば、 その就職期間中は扶養親族た る 要件を 欠く こ と と な る 。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

〔 問26〕 あ ら かじ め任期が決ま っ て いる 臨時職員に採用さ れた 場合の認定

職員の扶養親族が県の期限付臨時職員（ ５ 月・ ５ 月） と し て 採用さ れる こ と と な っ た が、

こ の就職期間中も 引き 続き 扶養親族と し て よ いか。

〔 答〕

扶養親族の雇用が将来に向かっ て 継続さ れる こ と が予想さ れる 限り 、 毎月の所得が扶養親

族 の認定の基準と し て の所得限度額であ る 年額１ ３ ０ （ 150） 万円の１ ２ 分の１ 以上であ れ

ばそ の就職期間中は扶養親族た る 要件を 欠く こ と と な り 、 逆にその雇用が季節的雇用のよ う

にあ ら かじ め限ら れて いる も ので、 予想さ れる 所得年額が扶養親族の認定の基準と し て の所

得限度額であ る 年額１ ３ ０ （ 150） 万円未満と な る のであ れば、 就職期間中も 引き 続き 扶養親

族と でき る 。

県の臨時職員について は、 任期が決ま っ て いる こ と から 将来１ 年間の所得を 推計し 、 扶養

親族と し て の判定を 行う こ と と な る 。
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４ 支給の始期及び終期

〔 問27〕 夫の退職に伴う 扶養親族の認定

職員の夫（ 会社勤務） が３ 月末日に退職し た こ と によ り 、 従来職員の夫が扶養し て いた 22

才未満の子供を 、 妻であ る 職員の扶養親族と し て 認定でき る でし ょ う か。

〔 答〕

扶養手当は、 扶養親族が他に生計の途がな く 、 主と し て 職員の扶養を 受け て いる 場合に

支給さ れる べき も ので、 そ の認定は、 家計の実態等によ り 行われる べき です。

し た がっ て 、 設問の前段の場合、 妻であ る 職員よ り 夫の所得が少な く 、 主と し て 妻の収

入によ り 生計を 維持し て いる と 判断さ れる 場合には、 子供を 妻の扶養親族と し て 認定でき

る も のと 解し ま す。

財務関係問答集

〔 問28〕 就職のた め大学を 中退し た 子にかかる 扶養手当の認定

扶養手当を 受給し て いる 職員から 、 扶養親族であ る 子が大学を 中退し 、 仕事を 始めた と

し て 扶養親族届に退学証明書を 添付し て 提出さ れたが、 就職証明書も な く 、 所得証明書も

な いこ と から 、 退学証明書の退学年月日の翌日を 事実の生じ た 日と し て 、 当該子に係る 扶

養手当を 減額し て よ いでし ょ う か。

〔 答〕

扶養手当の支給を 受け て いる 職員は、 扶養親族と し て の要件を 欠く に至っ た 者があ る 場

合に、 扶養親族届を 所属長に提出し な け ればな ら な いと さ れて おり ま す。 設問の場合、 大

学を 中退し 、 仕事を 始めた と し て も 、 そ の者の所得が130万円に満た な け れば扶養親族と し

て の要件を 欠く こ と と はな ら な いた め、 そ の者の所得が130万円以上にな る と 見込ま れる こ

と 、 又は他に生計の途が生じ た た め扶養し な く な っ た 旨の申立書等によ り 、 扶養親族と し

て の要件を 欠く に至っ た 日を 確認の上、 扶養手当を 減額し て く ださ い。

財務関係問答集

〔 問29〕 年金受給の場合の事実の生じ た日

扶養親族が年金を 受け る こ と と な っ た た めに扶養親族と する こ と ができ な く な る 場合、

要件を 欠く に至っ た 事実の生じ た 日はいつか。

〔 答〕

職員又は年金の受給権者がそ の事実の生じ た こ と を 了知し 得べき こ と と な っ た 日（ 年金

決定通知を 同居の家族が受領し た 日等を 含む。 ） であ る 。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

財務関係問答集

参照 諸手当質疑応答集
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〔 問30〕 月々の収入が不安定な 者の事実の生じ た 日

パート タ イ マー等月々の収入が不安定な 扶養親族を 扶養親族と する こ と ができ な く な っ

た 場合の事実の生じ た 日はいつか。

〔 答〕

月々の所得が大き く 変動する よ う な 場合は、 所得実績（ ３ か月の平均） によ り 比較を す

る べき であ り 、 そ の所得実績が基準額の１ ２ 分の１ 以上に達し 、 翌月以降も 同程度の所得

が予想さ れる に至っ た と き を も っ て 扶養親族と し て の要件を 欠く に至っ た も のと する 。

※問19番参照

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

参照 諸手当質疑応答集

- 38 -



５ 届出期間

〔 問31〕 １ ５ 日の起算日

給与条例第９ 条第２ 項た だし 書の「 事実の生じ た 日から １ ５ 日」 の起算日は、 そ

の届出に係る 事実の生じ た 日か、 そ れと も その翌日か。

〔 答〕 １ ５ 日について は、 届け 出る べき 事実の生じ た 日の翌日（ その事実が午前零時に

生じ た と き は、 そ の日） から 起算する 。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

財務関係問答集

参照 諸手当質疑応答集

〔 問32〕 事実の生じ た 日から １ ５ 日目が土曜、 日曜、 休日等に当た る 場合の取扱い

給与条例第９ 条第２ 項た だし 書の「 事実の生じ た 日から １ ５ 日」 目に当た る 日が

日曜日、 休日等に該当する 場合はど のよ う に取り 扱う か。

〔 答〕 そ の期間は、 そ の翌日を も っ て 満了する も のと する 。

平成元年３ 月29日付け青教学第1323号

参照 諸手当質疑応答集
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６ その他

《 参考》 扶養親族現況届について

昭和55年3月18日付け 青教学第1309号県立学校長宛て 通知

扶養親族現況届の提出について

現在、 職員が扶養親族届の内容に変更があ る 場合は、 そ の都度所属長に届け 出する こ と

にな っ て いま すが、 職員から の届け 出の遅延等の理由で返納さ せら れる 件数が毎年相当数

あ り ま す。

こ のた め、 監査委員の監査で、 扶養手当の認定の適正化が強く 要請さ れて いま す。

ついて は、 昭和５ ５ 年度から 扶養手当を 受給し て いる 者全員に別紙扶養親族現況届を 提

出さ せ、 扶養手当の認定に適正を 期する よ う お願いし ま す。

扶 養 親 族 現 況 届 の 記 入 方 法

こ の届は、 扶養親族を 有し 、 扶養手当を 受給し て いる 職員全員から 毎年６ 月１ 日現在

におけ る 扶養親族の現況を 報告し て も ら う も のですから 、 下記の事項に留意し 、 事実を 正

確に記入さ せ所属長に提出さ せて く ださ い。

１ 年収額には、 勤労所得のほか、 資産所得、 事業所得な ど も 含ま れま す。 し た がっ て パ

ート やア ルバイ ト 等の勤労によ る 所得はも ち ろ ん農業、 商業等の自家営業によ る 所得、

地代、 家賃等の収入、 株券の配当や預金利子によ る 収入、 恩給や年金、 雇用保険金な ど

が該当し 、 無職であ っ て も 収入があ る 場合があ る ので源泉徴収票、 申告書、 証明書、 年

金証書、 契約書な ど に基づき 事実を 記載する と と も に当該書類の写し を 添付し て 下さ い｡

（ １ ） 年収額は、 前年の１ 月１ 日から １ ２ 月３ １ 日ま での１ 年間におけ る 所得と し 、 種類

の異な る 所得があ る 場合は、 その種類ご と に分け て 、 所得内容を 明記する こ と 。

（ ２ ） 所得は、 原則と し て 、 経費等が認めら れて いる 場合において も 総所得を 記入する こ

と 。

（ ３ ） 恩給や年金受給者について は、 特に現況届提出日現在の受給額が記載さ れた 最も 新

し い証書の裁定額及び裁定年月日を 備考欄に付記する と と も に当該証書の写し も 添付

する こ と 。

（ ４ ） 前年には職業があ り かつ、 収入も あ っ た が、 本年にな り 、 就職し た り 、 事業を はじ

めた り 、 年金や雇用保険金を 受給する よ う にな っ た り 、 ま た は、 収入が著し く 増加や

減少し た 場合若し く は、 年金額の増減の場合のよ う に前年と 異な っ た 特別な 事情があ

る と き は、 備考欄にそ の年月日や事実を 記入する こ と 。 こ の場合、 年収額が不明のと

き は、 最新の所得の月額や就職期間な ど そ の内容を 明記する こ と 。

（ ５ ） ２ ２ 歳に達する 日以後の最初の３ 月３ １ 日ま でにあ る 子・ 孫・ 弟妹を 扶養し て いる

場合、 高校卒業直後の年度の現況届には大学や専門学校等の在学証明書を 添付する こ

と 。 な お、 高校卒業後、 大学等に入学し て いな い場合（ 自宅で進学・ 就職準備中の場

合等） 添付書類は不要であ る が、 備考欄にそ の状況を 記入する こ と 。

※改正（ 平成12年3月8日付け 青教学第1257号）

２ 異動年月日及び異動事由欄は、 扶養親族と し て 認定さ れた 事由の発生月日及び当該事

由を 記入する こ と 。

例え ば、 婚姻、 出生、 満６ ０ 歳以上、 離職等そ の年月日を 記入する こ と 。

※平成19年5月31日付け 事務連絡 県立学校長宛て 通知によ り 、 県立学校は取扱い廃止
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( 最 終 改 正 平 成 1 2 年 3 月 8 日 付 け 青 教 学 第 1 2 5 7 号 通 知 )

扶 養 親 族 現 況 届

平 成 年 月 日 現 在

学 校 名

学 校 長 殿 職 名

氏 名 印

私 の 扶 養 親 族 の 現 況 は 次 の と お り で あ り 事 実 に 相 違 な い こ と を 届 け 出 ま す 。

扶 養 親 族 の 氏 名 続 柄 生 年 月 日 年 齢 同 居 別 居 年 収 額 異 動 年 月 日 備 考

の 別 (職 業 ) ( 異 動 事 由 )

取 扱 者 事 務 長 担 当 者

確 認 印
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支給方法（ 届出と 支給開始月・ 終了月）

１ 扶養親族のある 職員が採用さ れた場合又は職員に新たに扶養親族が生じ た場合

〔 例 1 〕 事実の生じ た日が月の中途で、 こ れに係る 届出が15日以内になさ れた場合

→ 事実の生じ た日の属する 月の翌月から 支給

4/1 5/1 6/1

4/10 4/21
５ 月分から 支給

15日以内

子出生 届出

〔 例 2 〕 事実の生じ た日が月の初日で、 こ れに係る 届出が15日以内になさ れた場合

→ 事実の生じ た日の属する 月から 支給

4/1 5/1 6/1
4/10

４ 月分から 支給

15日以内

採用 届出

〔 例 3 〕 事実の生じ た日から 15日経過後に、 こ れに係る 届出がなさ れた場合

→ その届出を受理し た日の属する 月の翌月から 支給

4/1 5/1 6/1

4/13 5/6
６ 月分から 支給

15日経過後

子出生 届出( 受理)

〔 例 4 〕 事実の生じ た日から 15日経過後に、 こ れに係る 届出がなさ れた場合でも 、 その

届出を受理し た日が月の初日である 場合

→ 届出を受理し た日の属する 月から 支給

4/1 5/1 6/1

4/13
５ 月分から 支給

15日経過後

子出生 届出( 受理)

- 42 -



２ 扶養親族のある 職員が離職、 死亡又は職員が扶養親族を欠いた場合

〔 例 5 〕 事実の生じ た日が月の中途である 場合

→ その日の属する 月ま で支給

4/1 5/1 6/1
5/10

５ 月分ま で支給

死亡退職

〔 例 6 〕 事実の生じ た日が月の初日である 場合

→ その日の属する 月の前月ま で支給

4/1 5/1 6/1

４ 月分ま で支給

子就職

３ 同一月の事実発生と 事実消滅

〔 例 7 〕 事実発生の日が月の中途で、 同一月に事実が消滅し た場合

→ 支給し ない

4/1 5/1 6/1

4/3 4/24

子出生 子死亡

〔 例 8 〕 事実発生の日が月の初日で届出が15日以内になさ れ、 同一月に事実が消滅し た

場合

→ 事実発生・ 消滅の月のみ支給

5/1 6/1 7/1

5/25

５ 月分のみ支給

子出生 子死亡
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４ 手当を増額し て改定する 場合

〔 例 9 〕 事実の生じ た日が月の中途で、 こ れに係る 届出が15日以内になさ れた場合

→ 事実の生じ た日の属する 月の翌月から 改定

4/1 5/1 6/1
4/10 4/21

５ 月分から 改定

15日以内

子出生 届出

〔 例10〕 事実の生じ た日が月の初日で、 こ れに係る 届出が15日以内になさ れた場合

→ 事実の生じ た日の属する 月から 改定

4/1 5/1 6/1
4/10

４ 月分から 改定

15日以内

子出生 届出

〔 例11〕 事実の生じ た日から 15日経過後に、 こ れに係る 届出がなさ れた場合

→ その届出を受理し た日の属する 月の翌月から 改定

4/1 5/1 6/1
4/13 5/6

６ 月分から 改定

15日経過後

子出生 届出( 受理)

〔 例12〕 事実の生じ た日から 15日経過後に、 こ れに係る 届出がなさ れた場合でも 、 その

届出を受理し た日が月の初日である 場合

→ 届出を受理し た日の属する 月から 改定

4/1 5/1 6/1
4/13

５ 月分から 改定

15日経過後

子出生 届出( 受理)
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５ 手当を減額し て改定する 場合

減額改定については、 届出の時期（ 事実の生じ た日から 15日以内か15日経過後か） にか

かわら ず、 同一の取り 扱いと なる 。

〔 例13〕 事実の生じ た日が月の中途である 場合

→ その事実の生じ た日の属する 月の翌月から 改定

4/1 5/1 6/1
5/10

６ 月分から 改定

子就職

〔 例14〕 事実の生じ た日が月の初日である 場合

→ その事実の生じ た日の属する 月から 改定

4/1 5/1 6/1

５ 月分から 改定

子就職
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６ 休職、 停職等の場合

〔 例15〕 月の中途で無給休職、 育児休業、 停職と なった場合

→ 日割計算によ り 支給

4/1 5/1 6/1
5/15

日割支給

事実発生

〔 例16〕 月の中途で無給休職、 育児休業、 停職から 復職し た場合

→ 日割計算によ り 支給

4/1 5/1 6/1
5/15

日割支給

復職

〔 例17〕 月の中途で休職（ 有給休職） 発令さ れた場合

→ 日割計算によ り 支給

3/1 4/1 5/1
4/12

日 割 支 給 ８ 割 支 給 で の 日 割 支 給 ８ 割 支 給

休職発令

○令和8年 4 月12日から ８ 割休職と なっ た場合の 4 月分の計算例

・ 扶 養 親 族 子 1 人

・ 扶養手当月額 13, 000円

80
13, 000円 × ( 11－ 3 ) 日 ＋ 13, 000円× × ( 19－5) 日

100
≒ 11, 345. 45円

( 30－8) 日

∴ 11, 345円

( 円未満切捨て)
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別紙第１

　　　　年　　　　月　　　　日提出

 （任命権者）

殿

人事委員会規則７－１６６（扶養手当）第３条第１項に基づき次のとおり届け出ます。

 届出の理由

□１　新たに職員となった又は新たな給与条例第８条の規定の適用の対象となった

□２　行政職９級以上職員等から行政職９級以上職員等以外の職員となった

□３　新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある

□４　扶養親族たる要件を欠くに至った者がある

※　１・３・４については、行政職９級以上職員等にあっては子に係る事由が生じた場合に限る。

所得の種類

　記入上の注意

 　　 １　　「続柄」 欄には、職員との続柄を　（重度心身障がい者として届け出る場合は、その旨を併せて）　記入する。

２　　「同居・別居の別」 欄で、 別居の場合の住所は市区町村名まで記入する。

３　　「所得の年額」 欄には、 給与所得、 事業所得、 不動産所得、 年金所得等恒常的な所得がある場合に、 これらの種類ごと

　にその年額　（見込額）　 を記入する。

４　　「届出の事由」 欄には、 届出の理由の３又は４に該当する場合にその事由 （例えば婚姻、 離婚、 出生、 死亡、 就職、離

　職、満60歳以上等） をそれぞれ記入する。

参考　〈上記扶養親族を職員と共同して扶養している者がいることその他認定上参考になると思われる事項があれば記入する。〉

職員番号

職

届出の事由

（別居の場合は住所） 金      額

届出事実の

発生年月日

扶　　　養　　　親　　　族　　　届

勤務公署名

氏
名

扶養親族の氏名 続　柄 生年月日

同居・別居の別 所　得　の　年　額
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別紙第２

１ 　 扶養親族の状況 ２ 　 扶養手当の月額の認定（ 支給額の改定）

人 人 人 円

年　 月　 日 　 年　 月　 日 印

（ 　 　 　 　 年４ 月～） 年　 月分ま で

（ 　 　 　 　 年３ 月）

年　 月　 日 印

年　 月　 日

（ 　 　 　 　 年４ 月～） 年　 月分ま で

（ 　 　 　 　 年３ 月） 年　 月　 日 印

年　 月　 日

（ 　 　 　 　 年４ 月～） 年　 月分ま で 年　 月　 日 印

（ 　 　 　 　 年３ 月）

年　 月　 日 年　 月　 日 印

（ 　 　 　 　 年４ 月～） 年　 月分ま で

（ 　 　 　 　 年３ 月）

年　 月　 日 印

年　 月　 日

（ 　 　 　 　 年４ 月～） 年　 月分ま で

（ 　 　 　 　 年３ 月） 年　 月　 日 印

年　 月　 日

（ 　 　 　 　 年４ 月～） 年　 月分ま で 年　 月　 日 印

（ 　 　 　 　 年３ 月）

年　 月　 日 年　 月　 日 印

（ 　 　 　 　 年４ 月～） 年　 月分ま で

（ 　 　 　 　 年３ 月）

年　 月　 日 印

〈 記入上の注意〉

年　 月　 日 印

年　 月　 日 印

３ 　 備考

５ 　 「 備考」 欄は、 扶養親族及び扶養手当額の認定上、 特に必要な事項を記入する 。

４ 　 子・ 孫・ 弟妹が満22歳年度末によ り 支給要件を喪失し た場合は、 「 届出年月日（ 受理年月日） 」 欄及び「 届出事実
　 の発生年月日」 欄の記入は要し ない。 なお、 「 届出の事由」 欄には、 「 満22歳年度末」 と 記入する 。

年　 月分
から

ま で

１ 　 「 生年月日（ 加算開始時期） 」 欄には、 加算措置の対象と なる 子について、 加算開始の時期を（ 　 ） 書で記入する 。

２ 　 「 届出年月日（ 受理年月日） 」 欄には、 届出提出日を記入し 、 その日が届出受理日と 異なる 場合にあっては、 届出
　 受理日を（ 　 ） 書で記入する 。

３ 　 「 支給の始期・ 終期（ 満22歳年度末） 」 欄には、 子・ 孫・ 弟妹が満22歳年度末によ り 支給要件を喪失する 時期を
　 （ 　 ） 書で記入する 。

年　 月分
から

ま で

年　 月　 日 年　 月　 日 年　 月分から
年　 月分

から

ま で
年　 月　 日 年　 月　 日

年　 月分
から

ま で

から

ま で
年　 月　 日 年　 月　 日 年　 月分から

年　 月分
から

ま で年　 月　 日 年　 月　 日

年　 月　 日 年　 月　 日 年　 月分から

年　 月　 日 年　 月　 日
年　 月分

年　 月　 日

年　 月　 日 年　 月　 日 年　 月分から
年　 月分

から

ま で
年　 月　 日 年　 月　 日

年　 月分
から

ま で

年　 月　 日 年　 月　 日
年　 月分

から

ま で
年　 月　 日 年　 月　 日 年　 月分から

年　 月分
から

ま で年　 月　 日

年　 月　 日

年　 月分
から

ま で年　 月　 日 年　 月　 日 年　 月分から

取
扱
者
認
印

う ち 加 算
措 置 対 象

認 定 年 月 日
（ 確認 年月 日）

職 ・ 氏 名

年　 月　 日 年　 月　 日 年　 月分から
年　 月分

から

ま で
年　 月　 日

支給開始（ 終了） ・
支 給 額 改 定 時 期

認 定 扶 養
親 族
（ 子 以 外 ）

認 定 扶 養
親 族
（ 子 ）

扶 養 手 当
の 月 額

認 定 等 の 事 由
・ 給料表及び級

任 命 権 者 の 認 定 （ 確 認 ）

職員番号

扶　 養　 手　 当　 認　 定　 簿

氏　 　 名

扶養親族
の 氏 名

続 柄
生 年 月 日
（ 加 算 開 始 時 期 ）

届 出 年 月 日
（ 受 理 年月 日）

届 出 事 実 の
発 生 年 月 日

届 出 の 事 由
支 給 の
始 期 ・ 終 期
（ 満22歳年度末）
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別紙第１

８　年　４　月　１３　日提出
 （任命権者）

殿

人事委員会規則７－１６６（扶養手当）第３条第１項に基づき次のとおり届け出ます。

 届出の理由

□１　新たに職員となった又は新たな給与条例第８条の規定の適用の対象となった

□２　行政職９級以上職員等から行政職９級以上職員等以外の職員となった

□３　新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある

□４　扶養親族たる要件を欠くに至った者がある

※　１・３・４については、行政職９級以上職員等にあっては子に係る事由が生じた場合に限る。

所得の種類

○○　◎◎ 子 R8.4.5 なし 出生

　記入上の注意

 　　 １　　「続柄」 欄には、職員との続柄を　（重度心身障がい者として届け出る場合は、その旨を併せて）　記入する。

２　　「同居・別居の別」 欄で、 別居の場合の住所は市区町村名まで記入する。

３　　「所得の年額」 欄には、 給与所得、 事業所得、 不動産所得、 年金所得等恒常的な所得がある場合に、 これらの種類ごと

　にその年額　（見込額）　 を記入する。

４　　「届出の事由」 欄には、 届出の理由の３又は４に該当する場合にその事由 （例えば婚姻、 離婚、 出生、 死亡、 就職、離

　職、満60歳以上等） をそれぞれ記入する。

参考　〈上記扶養親族を職員と共同して扶養している者がいることその他認定上参考になると思われる事項があれば記入する。〉

所　得　の　年　額

届出の事由

（別居の場合は住所） 金      額

同　居 R8.4.5

届出事実の

発生年月日

扶　　　養　　　親　　　族　　　届

勤務公署名

氏
名

職員番号

扶養親族の氏名 続　柄 生年月日

同居・別居の別

○○教育事務所長

○○市立○○小学校 教諭

1234567 ○○　○○

職

記入例 １

８ . ４ . １５

収受
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別紙第１

８　年　６　月　１５　日提出
 （任命権者）

殿

人事委員会規則７－１６６（扶養手当）第３条第１項に基づき次のとおり届け出ます。

 届出の理由

□１　新たに職員となった又は新たな給与条例第８条の規定の適用の対象となった

□２　行政職９級以上職員等から行政職９級以上職員等以外の職員となった

□３　新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある

□４　扶養親族たる要件を欠くに至った者がある

※　１・３・４については、行政職９級以上職員等にあっては子に係る事由が生じた場合に限る。

所得の種類

○○　□□ 子 H17.5.1 給与 就職

　記入上の注意

 　　 １　　「続柄」 欄には、職員との続柄を　（重度心身障がい者として届け出る場合は、その旨を併せて）　記入する。

２　　「同居・別居の別」 欄で、 別居の場合の住所は市区町村名まで記入する。

３　　「所得の年額」 欄には、 給与所得、 事業所得、 不動産所得、 年金所得等恒常的な所得がある場合に、 これらの種類ごと

　にその年額　（見込額）　 を記入する。

４　　「届出の事由」 欄には、 届出の理由の３又は４に該当する場合にその事由 （例えば婚姻、 離婚、 出生、 死亡、 就職、離

　職、満60歳以上等） をそれぞれ記入する。

参考　〈上記扶養親族を職員と共同して扶養している者がいることその他認定上参考になると思われる事項があれば記入する。〉

扶　　　養　　　親　　　族　　　届

勤務公署名 ○○市立○○小学校 職 教諭

○○教育事務所長 職員番号 1234567
氏
名 ○○　○○

扶養親族の氏名 続　柄 生年月日

同居・別居の別 所　得　の　年　額 届出事実の

届出の事由

（別居の場合は住所） 金      額 発生年月日

同　居 1,700,000 R8.6.1

記入例 ２

８ . ６ . １５

収受
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別紙第２

１ 　 扶養親族の状況 ２ 　 扶養手当の月額の認定（ 支給額の改定）

人 人 人 円 教（ 二） ２ 級

平成30年1月11日 0 1 0 10, 000 Ｈ 30年４ 月12日 印

（ 　 Ｒ １ ５ 年４ 月～） 年　 月分ま で

（ 　 Ｒ ２ ２ 年３ 月）

1 1 0 16, 500 Ｒ ３ 年１ 月５ 日 印

昭和35年12月23日

（ 　 　 　 　 年４ 月～） Ｒ ５ 年８ 月分ま で

（ 　 　 　 　 年３ 月） 0 1 0 10, 000 Ｒ ５ 年８ 月30日 印

令和8年4月20日

（ 　 Ｒ ２ ４ 年４ 月～） 年　 月分ま で 0 1 0 11, 500 Ｒ ７ 年４ 月１ 日 印

（ 　 Ｒ ３ １ 年３ 月）

年　 月　 日 0 1 0 13, 000 Ｒ ８ 年４ 月１ 日 印

（ 　 　 　 　 年４ 月～） 年　 月分ま で

（ 　 　 　 　 年３ 月）

0 2 0 26, 000 Ｒ ８ 年４ 月13日 印

年　 月　 日

（ 　 　 　 　 年４ 月～） 年　 月分ま で

（ 　 　 　 　 年３ 月） 年　 月　 日 印

年　 月　 日

（ 　 　 　 　 年４ 月～） 年　 月分ま で 年　 月　 日 印

（ 　 　 　 　 年３ 月）

年　 月　 日 0 2 1 31, 000 Ｒ 15年４ 月１ 日 印

（ 　 　 　 　 年４ 月～） 年　 月分ま で

（ 　 　 　 　 年３ 月）

0 1 0 13, 000 Ｒ 22年４ 月１ 日 印

〈 記入上の注意〉

年　 月　 日 印

年　 月　 日 印

３ 　 備考

５ 　 「 備考」 欄は、 扶養親族及び扶養手当額の認定上、 特に必要な事項を記入する 。

子
額改定

子
出生

子
満15歳年度始

子
満22歳年度末

死　 亡

出　 生

から

ま で

Ｒ ８ 年５ 月分
から

ま で

から

ま で

採用

父
満60歳以上

父
死亡

子
額改定

□□　 □□

□□　 ○○ 子

□□　 △△

□□　 ◎◎

父

子

採　 用

満60歳以上

４ 　 子・ 孫・ 弟妹が満22歳年度末によ り 支給要件を喪失し た場合は、 「 届出年月日（ 受理年月日） 」 欄及び「 届出事実
　 の発生年月日」 欄の記入は要し ない。 なお、 「 届出の事由」 欄には、 「 満22歳年度末」 と 記入する 。

年　 月分

年　 月　 日 年　 月　 日 年　 月分から
Ｒ 15年４ 月分

から

ま で

１ 　 「 生年月日（ 加算開始時期） 」 欄には、 加算措置の対象と なる 子について、 加算開始の時期を（ 　 ） 書で記入する 。

２ 　 「 届出年月日（ 受理年月日） 」 欄には、 届出提出日を記入し 、 その日が届出受理日と 異なる 場合にあっては、 届出
　 受理日を（ 　 ） 書で記入する 。

３ 　 「 支給の始期・ 終期（ 満22歳年度末） 」 欄には、 子・ 孫・ 弟妹が満22歳年度末によ り 支給要件を喪失する 時期を
　 （ 　 ） 書で記入する 。

年　 月分
から

ま で

年　 月　 日 年　 月　 日

Ｒ 22年４ 月分
から

ま で

年　 月　 日 年　 月分から

年　 月分
から

ま で年　 月　 日 年　 月　 日

年　 月　 日 年　 月　 日 年　 月分から

年　 月　 日 年　 月　 日
年　 月分

年　 月　 日

年　 月　 日

年　 月　 日 年　 月　 日 年　 月分から
Ｒ ８ 年４ 月分

から

ま で
年　 月　 日 年　 月　 日

Ｒ ５ 年８ 月30日 Ｒ ５ 年８ 月２ 日
Ｒ ５ 年９ 月分

から

ま で
Ｒ ８ 年４ 月13日 Ｒ ８ 年４ 月20日 Ｒ ８ 年５ 月分から

Ｒ ７ 年４ 月分
から

ま で年　 月　 日

年　 月　 日 年　 月　 日

Ｒ ３ 年１ 月分
から

ま でＲ ３ 年１ 月５ 日 Ｒ ２ 年12月23日 Ｈ ３ ０ 年４ 月分から

任 命 権 者 の 認 定 （ 確 認 ） 取
扱
者
認
印

う ち 加 算
措 置 対 象

認 定 年 月 日
（ 確認 年月 日）

職 ・ 氏 名

Ｈ 30年４ 月12日 Ｈ 30年４ 月１ 日 Ｈ ３ ０ 年４ 月分から
Ｈ 30年４ 月分

から

ま で

支 給 の
始 期 ・ 終 期
（ 満22歳年度末）

支給開始（ 終了） ・
支 給 額 改 定 時 期

認 定 扶 養
親 族
（ 子 以 外 ）

認 定 扶 養
親 族
（ 子 ）

扶 養 手 当
の 月 額

認 定 等 の 事 由
・ 給料表及び級

職員番号 1234567

扶　 養　 手　 当　 認　 定　 簿

氏　 　 名

扶養親族
の 氏 名

続 柄
生 年 月 日
（ 加 算 開 始 時 期 ）

届 出 年 月 日
（ 受 理 年月 日）

届 出 事 実 の
発 生 年 月 日

届 出 の 事 由

記入例

○○教育事務所

総務課長

○○ ○○

○○教育事務所

総務課長

○○ ○○

○○教育事務所

総務課長

○○ ○○

○○教育事務所

総務課長

○○ ○○

○○教育事務所

総務課長

○○ ○○

○○教育事務所

総務課長

○○ ○○

○○教育事務所

総務課長

○○ ○○

○○教育事務所

総務課長

○○ ○○

①満６０歳により父認定

②死亡により取消

③扶養手当額の改定

④出生により子認定

⑤子の満１５歳年度始により加算開始

⑥子の満２２歳年度末により加算・手当支給終了

①

②

③

⑤

⑥

④

③
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